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高度情報化 とIPA事 業について

情報処理振興事業協会

理事長 青 木 慎 三

我 が 国 の情 報 化 は 、先 進 国 と同様 産 業 界 の コ ン

ピ ュ ー タ導 入 を中 心 と して 進 ん で き ま し た が 、 今

や 、 コ ン ピ ュ ー タ と通 信 とが 結 び つ き、 社 会 や 家

庭 に ま で お よ び今 後 社 会 の あ らゆ る分 野 に一 層 広

範 に浸 透 して い くこ とが 考 え られ ます 。

21世 紀 に は 、 情 報 と通 信 の 革 新 的 技 術 が 誕 生

し、 そ の技 術 の 活 用 に よ り今 ま で 予 想 しな か っ た

新 しい製 品 の 実 現 や 、 よ り高 度 か つ 大 量 の情 報 の

提 供 等 に よ り高 度 な情 報 化 社 会 が形 成 され て い く

で し ょ う。

しか しな が ら、 その 高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 の 前

提 に は、 優 良 な ソ フ トウ ェ アの 供 給 が 不 可 欠 で あ

ります 。 高 度 情 報 化社 会 で は 、 ソ フ トウ ェ アの 需

要 を ます ます 増 大 させ て い き ます 。 国 内総 生 産 に

対 す る ソ フ トウ ェ ア 需 要 の 比 率 は 、60年 に は

LO5%、3.5兆 円 に 対 し、2000年 に は お よ そ4%

に 高 ま り、 ソ フ トウ ェ ア の 需 要 は34兆 円 強 と予

測 され て い ます 。 開 発 す べ きソ フ トウ ェア も、 巨

大 化 、 高 度 化 す るで し ょ う。 また 、 保 守 す べ きソ

フ トウ ェ ア も膨 大 な もの とな って い くで し ょ う。

こ の た め、 ソ フ トウ ェア の 開 発 や保 守 を行 うソ

フ トウ ェ ア技 術 者 が ます ます 必 要 とな ります が 、

ソ フ トウ ェア を 開 発 す る ソ フ トウ ェ ア技 術 者 の数

は 、 急 速 に増 加 して い る もの の上 述 し た ソ フ トウ

エア需要を満たすソフトウェア技術者は現在でも

不足 してお り、2000年 にはおよそ97万 人不足す

ると予測 しています。

このソフ トウェア技術者の不足 と相模ってソフ

トウェア供給が需要を満た し得ずソフ トウェアの

需給ギ ャップが健全な情報化の進展 の阻害要因に

なることが懸念 されてお り、ソフ トウェア生産性

・信頼性の向上、汎用 プログラムの開発 ・流通の

促進、情報処理技術者の育成等を図ることが緊要

な課題 となってお ります。

当協会 として も、 これ らの課題に対応するため、

ソフトウェア生産性 ・信頼性向上の決め手 として

は、ソフ トウェア開発工程を機械化、自動化する

ことにあるとの認識に立ち、官民共同プロジェク

トとしてソフ トウェア生産工業化システム(シ グ

マシステム)構 築計画を進めているところであり

ます。

本年度は、その構築事業の第4年 度 目に当たり、

プロ トタイプシステムの機能の拡張 ・改良及び新

規機能の追加を進めつつ、62年 度 か ら実施 して

きていますモニタテス トの対象を拡大することと

してお り、昭和65年 度 か ら成果 を本格的に提供

していくこととしてお ります。 このシグマシステ

ムの構築 ・普及によ りソフ トウェアの生産性向上一



、

が相当期待できます。 シグマシステムは、諸外国

か らも大変関心 をもたれてお り、沢山の技術者や

研究者がシグマ本部を訪れています。当協会 とし

て も今後 もシグマシステムの紹介、技術者の派遣

等を通 じて積極的に国際展開を図 ってい きたいと

考えてお ります。

また、地域の情報化を促進するため、検討が進

め られてお りますΣサブセンターへ も強力に支援

していきたいと考 えております。

次に、汎用 プログラムの開発 ・普及 についてで

すが、現在、 日本 における汎用プログラムの利用

率は10%に 過 ぎず、欧米諸国の40～60%に 比べ

著 しく遅れています。汎用 プログラムの普及は、

ソフ トウェア開発の重複投資を回避 し、全体的に

ソフ トウェアの需給を減少 させる効果 を持つ もの

であるため、ソフトウェアの需要ギャップを解消

するのに重要な手段の一つでありますので、当協

会 として も、高度な汎用 プログラムの委託開発 を

今後 も継続 し実施 していくこととしてお ります。

また、開発 した汎用プログラムについては、情報

関連団体、地方自治体等 との連携を強化 しながら、

普及説明会 ・デモンス トレーションの実施等、普

及活動の一層拡充 ・強化を図ることとしてお りま

す。

さらに、情報処理技術者の育成についてですが、

ソフ トウェア技術者 を供給する情報処理機関は増

加 していますが、ソフ トウェア技術者の需給ギャ

ップに対応するには、ソフトウェア技術者の一層

の拡大が必要であ り、当協会としても、情報処理

の専門教育における質量の両面での不足、教員の

不足、技術者の技術力向 上を目的 として、情報処

理技術者育成用CAIプ ログラム(CAROLコ ース

ウェア)の 開発を昭和61年 度 か ら進 めていると

ころであ ります。

CAROLコ ースウェアは、5ケ 年計画で開発 ・

整備 しようとするものであ り、一部のコースウェ

アについては、開発を完了していますので、貴協

会の中央情報教育研究所 と密接に連携 をとりなが

ら、情報化人材育成連携機関委嘱校を中心にその

普及を積極的に展開していくこととしてお ります。

またCAROLコ ースウェアは、発展途上国の情報

処理技術者育成にも大いに役立つ ものなので、今

後検討 してい きたいと考えてお ります。

このほか、学校教育におけるコンピュータ教育

の利用の促進 を図 るための教育用情報処理基礎技

術調査、情報処理企業の電子計算機の導入、プロ

グラムの開発、情報処理技術者の教育 ・研修、技

術の向上 ・改善に必要な資金の借入れに対する債

務保証や融資、情報処理企業、コンピュータメー

カ、ユーザ企業等の技術力 を結集 して進めてお り

ます先進的情報処理技術の研究開発、中小企業の

情報化促進のための研究開発を積極的に推進 させ

るとともに、本年度か らソフ トウェア評価の検討 ・

を開始いたしました。ソフ トウェア評価の必要性

は誰 もが認めているものの大変難 しい問題 も抱え

ていますが、当協会 としては大いに力を入れてい

きたいと考 えてお りますので、既存事業同様、皆

様方の ご指導、ご支援 を賜 りますようお願い申し

上げる次第であります。一



EDIと 国 際 標 準 化
－EDIFACTとISO/TCI54一

1.EDIの 発 展

EDI(ElectronicDateInterchange)と は 、 受

発 注 デ ー タ 、物 流 デ ー タな ど、 取 引(.般 の 商 取

引)を 行 うた め に 必 要 に な るデ ー タの 交換 を 、電

子的 に 行 う シ ス テ ム の総 称 で あ り、 従 来 の 帳 票 を

ネ ッ ト ワー クに よ る電 子デ ー タの 交 換 に 、置 き換

え た もの で あ る。 そ の 効 果 は 、 ・般 的 に 、 図 一1

に よ っ て説 明 され る が 、 この 図 に は 、 い くつ か の

前 提 条 件 が 、 暗 黙 の う ちに 示 され て い る 。 そ れ は 、

① デ ー タの 送 り手 、 受 け手(す な わ ち、 取 引 の

当事 者)が 、高 度 に シ ス テ ム化(情 報 化)し

て い る こ と。

② デ ー タ交 換 の た め の 各 種 プ ロ トコル(ビ ジ ネ

ス プ ロ トコ ル)が 標 準 化 して い る こ と。

で あ る。 こ れ らの 条 件 が満 た され て い な けれ ば 、

EDIは 大 きな効 果 を もた ら さな い こ とが 、 既 に よ

く知 られ て い る。

EDIは 、 欧 米 に お い て 、 こ こ数 年 の 間 に急 速 に

発 展 して い る が 、 そ れ は、 上 記 ① の 条 件 一 す な わ

ち、 デ ー タの送 り手 、 受 け 手(カ ス タマ ー 、 サ プ

ラ イ ヤ ー と も言 う)内 部 の 情 報 化 の 進 み 具 合 一 が 、

よ うや く満 た され るよ う に な った か らで あ る。 逆

に、 各 企 業 内 部 の情 報 化 が完 了 し、 い よ い よ 、 企

業 間 の情 報 化 を進 め る ス テ ー ジ に な っ た結 果 と も

言 え る。 さ らに 、 欧 米(特 に 米 国)で は 、 最 近 に

な っ て 、 ビ ジ ネ ス プ ロ トコル の 標 準化 に つ い て 、

… 定 の 成 果 を出 し得 た こ と も、EDIの 進 展 に拍 車

を掛 け て い る。 後 述 す るが 、 この ビジ ネ ス プ ロ ト

コル の 標 準 化 は 、EDI進 展 の もっ と も重 要 な 要 素

と考 え られ て い る。

も っ と も、 欧 米 に お け るEDIの 急 速 な普 及 は 、

以 上 の よ う な情 報 処 理 環 境 の 充 実 だ け が 原 因 で は

な い 。 よ り直 接 的 な 原 因 は 、 業 務 処 理 効 率(生 産

効 率)を 飛 躍 的 に高 め な けれ ば な らな い 、差 し迫

っ た ニ ー ズ が あ り、EDIが そ の解 決 策 と して 、 最

善 の策 に な り得 た こ とで あ る。 そ の ニ ー ズ とは 、

先 進 国 で著 しい 消 費 の 多 様 化/個 性 化 の 進 行 に伴

う、 小 量 多 品 種 ・短 サ イ クル生 産 へ の 対 応 で あ る 。

この こ とは 、 結 果 と して 、 商 品 種 の 増 大 と商 品 寿

命 の 短 縮 を も た らす た め 、 流 通 段 階 へ も大 きな影

響 を及 ぼ す 。 す な わ ち、 生 産 段 階(製 造 業)で も

流 通 段 階(流 通 業)で も、飛 躍 的 な効 率 化 と処 理

の ス ピ ー ドア ップ が必 要 な わ け で 、EDIの 特 質 で

あ る迅 速 性 が 、 そ の ニ ー ズ に大 変 よ く マ ッチ して

い るた め 、EDIの 急 速 な普 及 が 進 ん で い る。

米 国 で は 、 既 に1,000社 程 度 が 、 多 か れ 少 な か

れ 、EDIを 実 施 して い る と言 わ れ る。 但 し、 全 取

〔ネッ トワー ク化以 前〕

コ ンピュータ

打 ち出 し

取引書類 手送,郵 送

コ ンピュータ

人力

〔ネ ッ トワー ク化 後 〕

コンピュー タ

∪

デー タ入 力

・打 ち出 しの省略

図1EDlの 基本的効果

コンピ ュー タ

・入 力の省略

・入 力 ミスの消滅一



一
引 量 の 中 で のEDIの 占 め る割 合 は 、 まだ 、10%以

ドだ と 言 う。 一方 、 我 が 国 で は 、 業 界VANな ど

の オ ン ラ イ ン受 発 注 シ ス テ ム をEDIと 呼 ぶ か ど う

か に つ い て の 定 説 が な く、EDIの 定 義 が 不 明 確 な

た め 、 そ の 普 及 率 に つ い て は様 々な 見 方 が あ る の

が現 状 で あ る。

欧 米 に お け るEDIの 定 義 に は 、 ビ ジ ネ ス プ ロ ト

コ ル の標 準 化 が含 まれ て い る。 標 準 の メ ッセ ー ジ

・フ ォ ーマ ッ トや 標 準 の コー ドを用 い た デ ー タ交

換 をEDIと 呼 ぶ の が 一 般 化 して お り、 そ の 標 準 の

適 用範 囲 は 、 業 界 の 違 い を 越 え て(業 界横 断 的)、

国 レベ ル に な って い る。 この よ うな標 準 規 格 に よ

る オ ン ラ イ ン ・デ ー タ交 換 が な い た め 、 我 が 国 で

は 、 ま だ本 格 的 なEDIが 普 及 して い な い と考 え る

こ とが で き る。 そ の た め か 、 従 来 、 我 が 国 で は 、

EDIと い う認 識 が な く、業 界VAN(受 発 注VAN)

と して 、 と ら え られ るの が 普 通 で あ っ た 。

しか し な が ら、 我 が 国 の 業 界VANも 、 プ ロ ト

コ ル の 問 題 を 除 け ば 、実 質 的 にEDIで あ り、 本 項

で は 、EDIの 一 形 態 に 含 め る こ と とす る。

か わ り、 この1回 の コ ンバ ー ジ ョ ンを 許 容 す る こ

とで 、 す べ て の 取 引 先 との デ ー タ交換 が 可能 に な

る。 もし 、 ビ ジ ブ ロ が標 準 化 され な けれ ば 、 あ る

企 業 は最 悪 の 場 合 、 取 引 先 の 数 だ け コ ン バ ー タ ー

を 準 備 しな けれ ば な らず 、EDIの メ リッ トが皆 無

に な る だ け で な く、 む しろ 、EDIの た め に 余 計 な

コ ス トを か け る こ と に な りか ね な い。

さて 、 ビ ジ プ ロが標 準 化 され な い場 合 、 コ ン バ

ー ジ ョ ンの 費 用 は 、 取 引 の 力 関 係 に お け る弱 者 に 、

しわ 寄 せ され る の が 普 通 で あ る。 そ して 、 カ ス タ

〔ビジネスプロ トコ,レを標準化 しない場合〕

②:コ ンバ ー タ ー

2.EDIの 重要 要素

前 述 した よ うに 、EDIが 発 展 す る た め に は 、 い

くつ か の条 件 が 必 要 で あ る が 、 そ の 中 で も重 要 な

の は、 「ビジ ネス プ ロ トコル(以 下 、 ビジ プ ロ)」

の 標 準 化 で あ る 。 ビジ プ ロが標 準 化 され て い る場

合 とい な い 場 合 の 違 い は 図 一2に 示 す よ うに 、 コ

ン バ ー ジ ョン の方 法 に現 わ れ る。

ビ ジ プ ロ が標 準 化 され て も、 コ ンバ ー ジ ョンが

不 要 に な る わ け で は な い 。 む しろ 、 図 一2に 示 す

よ う に、EDIに 参 加 す る各 企 業 は、 必 ず1回 の コ

ンバ ー ジ ョン を義 務 付 け られ た格 好 に な る。 そ の

〔ビジネスプロ トコル を標 準化 した場合〕

標準

プロ トコル

で共通化

図2標 準 化 と コ ン バ ー タ ー一
、



マ ー とサ プ ラ イ ヤ ー の 取 引 で は 、 一般 的 に サ プ ラ

イ ヤ ー が 負 担 す る こ と にな る。 あ る試 算 に よ る と、

コ ン バ ー タ ー を一 つ イ ン プ リ メ ン トす る の に 、 約

150万 円 必 要 だ とい う。 従 って 、 ビ ジ プ ロ が 標 準

化 され て い な い場 合 、10社 とEDIを 行 お う とす る

サ プ ラ イ ヤ ー は 、 約1,500万 円 の コ ン バ ー ジ ョン

費 用 を イ ニ シ ャル ・コ ス トと して 、 負 担 しな け れ

ば な らな い 。 さ らに 、 運 用 費(メ ン テ ナ ン ス費)

も必 要 に な る。 一方 、 ビジ プ ロが 標 準 化 され て い

れ ば 、 同 じ条 件 で 、 コ ン バ ー タ ー に必 要 な イ ニ シ

ャル ・コ ス トは 、200万 円程 度 で 十分 で あ り、 大

幅 な節 約 が 可能 で あ る。 メ ン テ ナ ン ス の た め の 費

用 も節 約 可能 で あ る。 そ して 、 接 続 先 が 多 くな れ

ば 多 くな る程 、 標 準 化 し た場 合 の効 果 が 大 き くな

る。

以上 の 理 由 に よ り、 サ プ ラ イ ヤ ー に と っ て は 、

ビ ジ プ ロ の標 準 化 は 、EDI推 進 の必 要 条 件 に な っ

て い る。

これ に対 し、 カ ス タマ ー は、 コ ンバ ー ジ ョ ンの

費 用 をサ プ ラ イ ヤ ー に押 し付 け て しま うこ とが で

きる た め 、 従 来 、 ビ ジ プ ロの標 準 化 は 、 カ ス タ マ

ー に と って 効 果 が な い と考 え られ て い た
。 最近 、

この 見 方 に も変 化 が 出 て きて い る。 一 般 的 に、 コ

ンバ ー タ ー を介 し た プ ラ イ ベ ー ト ・ビ ジ プ ロ に よ

る接 続 で は 、 費 用 以 外 に 、 約1ヵ 月 の ビ ジ プ ロ調

整 の た め の期 間 が 必 要 だ と言 われ て い る。 この 間 、

カ ス タ マ ー か ら も、 ビ ジ プ ロ調 整 の た め に 、担 当

者 が 参 加 す る こ とに な り、 こ の人 件 費 は 当然 カ ス

タマ ーの 負 担 に な る。 加 えて 、 カ ス タ マ ー(ユ ー

ザ ー)の 情 報 処 理 担 当 部 門 の 規 模 は そ れ 程 大 き く

な い の で 、 多 く の企 業 で は 、1年 間 に12社 程 度

との 接 続 を こな す の が物 理 的 限 界 とな り、 取 引 先

100社 と結 ぶ の に10年 近 くか か る こ と に な る。 ビ

ジ プ ロが 標 準 化 され て い れ ば、 こ の よ うな問 題 点

は大 幅 に 縮 小 し、 カ ス タマ ーの 方 に も、 大 きな 効

果 が で て くる 。 す な わ ち、 カ ス タマ ー に とっ て も、

ビ ジ プ ロ標 準 化 は 、 重 要 な 課 題 に な って きて い る。

EDIの 規 模 が 大 き くな れ ば な る程 、 ビ ジ フ。ロ標

準 化 の 効 果 は大 き くな る。 逆 に 、 ビ ジ プ ロが標 準

化 して い な い場 合 に は 問題 点 が大 き くな る。 そ こ

で 、 欧 米 で は 、 ビ ジ プ ロ標 準 化 はEDI発 展 の 基 礎

と考 え られ る よ う に な って い る。 我 が 国 で も遅 れ

ばせ な が ら、 ビ ジ プ ロ標 準 化 へ の気 運 が 盛 り上 っ

て きて い る が 、 ま だ総 論 の段 階 で あ り、 各 論 に つ

い て は 、 これ か ら で あ る。 現 段 階 で は 、 ビジ フ。ロ

の 中 の 何 を標 準 化 す べ きな の か に つ い て 、 国 内 レ

ベ ル の 合 意 が形 成 され て い な い。 一 口 に ビ ジ プ ロ

とい って も、 そ の 範 囲 は広 く、 欧米 に お い て も、

ビジ プ ロの す べ て を標 準 化 して い るわ けで は な い 。

ま た 、標 準 化 は 自然 に達 成 され る もの で は な く、

標 準 化 を推 進 す る特 別 な組 織 を 中心 に 、 関 係 者 が

た ゆ み な い努 力 をす る こ と に よ っ て 、 初 め て可 能

に な る。 そ の標 準 化 に必 要 な推 進 体 制 につ い て も、

我 が 国 で は十 分 に整 備 され て い な い 。 そ こ で 、 こ

の辺 りの 状 況 につ い て 欧 米 で の動 向 を見 る こ と に

す る。

3.欧 米における標準化と推進体制

欧 米 に お け るEDIは 、 物 流 に 関連 す るデ ー タ交

換(主 に イ ン ボ イ ス ・デ ー タの 交 換)か ら始 ま っ

て い る。 従 っ て 、EDIの 標 準 化 も物 流 関 係(運 輸

関 係)の 団体 が 中 心 に な って 進 め て きた 経 緯 が あ

る。 米 国 で の 代 表 的 団 体 は 、TDCC(Transport-

ationDataCoordinatingCommittee)で あ り、

欧 州 で の 代 表 的 団 体 はSITPRO(Simplification一



－
oflnternationalTradePROcedures)で あ る 。

両 団 体 と も、 当初 は 、 あ る特 定 の 一 業 界 の 標 準 化

の と りま とめ 機 関 で あ っ た が 、次 第 に対 象 業 界 を

拡 大 す る とと もに 、他 の 機 関 と連携(Joint)す る こ

とに よ って 、業 界横 断 的 に 国 内 レベ ル(Nationalレ

ベ ル)の 標 準 化 を と りま とめ るよ うに な っ て きて

い る。 次 に 、米 国 と欧 州 で の これ ま で の経 過 を、

も う少 し詳 し く説 明 す る。

川 米 国 の 場 合

米 国 で は 、1970年 頃 か ら標 準 化 の 検 討 が 始 ま

り、1980年 頃 に は 、NCITD(NationalCouncil

onInternationalTradeDocumentation),TDCC,

UCC(UnifiedCodeCouncil)な どの 機 関 が 、

業 界 毎 の 標 準 ビ ジ プ ロを 提案 し、一 部 は実 際 に 使

用 され る よ うに な っ た 。 この 中 で も、TDCCの 提

案 した 運 輸 関 係 の 標 準 ビ ジ プ ロは 、 後 の 米 国標 準

規 格 の 基 礎 とな っ た重 要 な ビ ジ プ ロで あ る 。

米 国 で は 、 当 初 は 、 この よ うに 業 界 毎 の標 準 化

が 進 め られ た の で あ る が 、1980年 以 後 、 業 界 横

断 的 標 準 化 が 指 向 され る よ うに な っ た。 そ の 理 由

は、 本 来 、EDIは 垂 直 的 な物 の 流 れ に 伴 うデ ー タ

交 換 で あ り、 多 くの 場 合 、業 界 間 で の デ ー タ交 換

に な る の で 、 業 界 毎 の 標 準 化 は、 不 便 だ か らで あ

る。 具 体 例 を示 す と次 の よ う に な る 。 自動 車 業 界

は、 電 子 部 品 を電 機 業 界 か ら調 達 す るの で、 自

動 車 業 界 と電 機 業 界 が デ ー タ交 換 を 行 うこ とに な

る 。 同 様 に 、 電 機 業 界 は 、 鉄 鋼 業 界 か ら原 材 料

(鉄 板)を 調 達 す る の で 、 電 機 業 界 と鉄 鋼 業 界 が

デ ー タ交 換 を行 う こ と に な る 。 さ らに 、製 品 を発

注 者 へ 納 入 す る段 階 で 、 輸 送 業 界 と の デ ー タ交 換

が 、決 済 の 段 階 で 金 融 業 との デ ー タ交換 か 、 業 際

で の デ ー タ交 換 と し て発 生 す る。 従 って 、 ビ ジ プ

ロは業 界 横 断 的 に標 準 化 され て い る必 要 が あ る。

各種デーー夕交換

標準化協力団体

ASCAぐ でr～d)t?dStandards(kammlttee

図3ASCX.12の 組 織 体 系

業 界横 断 的 標 準 化 を進 め る た め に 、 組 織 の 整 備

が 行 わ れ た 。 図 一3に 示 す よ うに 、 米 国 の 主 要 業

界 の連 携 の も と に 、ASCX12(AccreditedSta-'

ndardCommitteeX12)委 員 会 が 設 置 され 、'米

国 内 の標 準 ビ ジ プ ロ は 、 す べ て 、 こ こで 承 認 ・決

定 す る こ と に な っ た 。ASCX12は 、 業 界 横 断 的

な 新 し い米 国 標 準 規 格 の 整 備 を 進 め 、1983年 に

ANSIX.12才1版 を制 定 し 、次 い で1986年 に 矛2

版 を制 定 し て い る。

ANSIX.12規 格 は 、fiJ変長 型 の フ ォー マ ッ トに

関 す る規 格 で 、 シ ン タ ック ス ・ル ー ル と呼 ば れ る

もの で あ る 。 こ の 規 格 は 、 前 述 し た よ う に 、

ア



1980年 ま で に 提 案 され たTDCCの 標 準 案 を発 展 改

良 した もの で あ る。 こ の 新 し い規 格 を普 及 させ る

た め に 、ASCXI2委 員 会 の メ ン バ ー一が 重 要 な 役

割 を 果 た し て い る。ASCX12の}{要 メ ン バ ー は 、

TDCCとUCCで あ る が 、 そ れ らの 機 関 は 、 そ れ

ぞ れ 自 らの関 係 す る 業 界lrlJけに 、ANSIX.12の 解

説 書 を 作 り、 普 及 に 努 め て い る。 こ う し て、 現 在

で は 、1,000L`/1'一の 企 業 がANSIX.12規 格 を採 用

して い る と い う。

② 欧 州 の 場 合

欧 州 で は 、地 理 的 な特 徴(小 国 が 多 数 あ る)か

ら、 日常 的 に貿 易 が 行 わ れ て お り、EDIは 、 貿 易

関 係 の デ ー タ交換 か らア プ ロ ー チ され た 。 欧 州 で

のEDIの ため の ビ ジ プ ロ標 準 化 は 、 こ の貿 易 手続

を 簡 素 化 す る た め の 既 存 の 組 織 で あ るUN--ECE

(UNEconomicCommissionforEurope)を 活

用 し て 行 わ れ た。UN-ECEは 欧 州 各 国 の 貿 易 手

続 簡 素 化 推 進 機 関 の 連 合 組 織 で あ る が 、 そ の 中心

的 存 在 は、 前 述 し たSITPROで あ る。

SITPROは 、1980年 ま で に 、可 変 長 型 の フ ォー

マ ッ トを採 用 した業 界 横 断 的 標 準 ビ ジ プ ロ 「TDI

シ ン タ ッ ク スル ー ル」 を 発 表 して い る。

このTDI規 格 は 、 後 述 す る国 際 標 準 規 格 の ベ ー

ス に な っ た 規 格 で あ る が 、1980年9月 のECE作

業 部 会 で 、ECEの 貿 易 デ ー タ交 換 へ の 採 用 が決

定 し、1984年7月 ま で にGTDI(Guidelinefor

TradeDataInterchange)が 発 行 され て い る。 イ

ギ リス の 一 部 の 業 界 で は 、 このTDI規 格 が 実 際 に

使 わ れ て い る。

㈲ 欧 米 に お け る標 準 化 推 進 に お け る問 題 点

前 述 の よ うに 、 米 国 と欧州 で 、 そ れ ぞ れ 、 業 界

横 断 的 組 織 に よ る業 界 横 断 的標 準 化 が進 め られ た

が 、 そ の た め に新 た な 問 題 が 発 生 して し ま っ た。

米 国 で は 、ANSIX.12、 欧 州 で はTDIと い う別 々

の 規 格 を普 及 させ る こ とに な っ た た め 、 米 国 と欧

州 の 間 で デ ー タ交換 を行 う時 、 規 格 の 不 一 致 が 発

生 す る こ と に な り、 将 来 に 大 きな 問 題 を残 す こ と

に な っ た 。

米 国 と欧 州 の 間 で は 、 以 前 か ら経 済 交 流 が活 発

で あ り、 そ れ だ けデ ー タ交 換 量 が 多 い た め、 この

問 題 は 重 要 で あ る。 もっ と も、 こ の 問 題 は欧 米 間

に と ど ま る問 題 で は な く、 国 際 デ ー タ交 換 全 般 に

言 え る問 題 で あ る。 特 に 、 今 日の よ うに 、 世 界経

済 の 一 体 化 が進 む と、 多 くの 国 で 国 際 デ ー タ交 換

が増 加 す る た め 、 そ の 時 の規 格 を ど うす るの か は 、

非 常 に重 要 な問 題 で あ る。

4.国 際標準化の推進 とISO/TC154

貿易は世界経済を活性化 させる重要な要素であ

る。 この貿易を活発化す るために、複雑な事務処

理の簡素化 と効率化は、以前か ら最重要課題 とし

て、様々な角度か ら検討 されて きた。その一つの

有力なツールとして、EDIが 位置付けられている

が、それが充分 に機能す るためには、 ビジフ。ロの

国際標準化が不可欠なわけである。

これまでの国際標準化 は、欧米を中心にして行

われて きた。前述 した、米国のASCX12と 欧州

のUN-・ECEの 連携によ り、国際標準規格が検討

されたが、具体的には次のようになる。

1980年 までに確立された}三な規格は、ANSIX.

12とTDIで あるが、最大の問題点は、その どちら

を国際規格 として用いるかであった。米国は、

ANSIX.12を 、UN-ECE(欧 州)はTDIを 国際規

格に採用することを主張して共に譲 らず、調整作

業は難行 した。打開策 として、欧米合同の新組織一



一
を作 り、 そ の 場 で新 しい 国 際 規格 を構 築 す る こ と

と し た 。1986年3月 、USゲ ル ー ブ(ASCX12を

核 とす る米 国 の グ ル ー プ)とUN-ECE(欧 州 連

合)は 、 共 同 でUN-JEDI(UN-JOINTEDI米 国

/欧 州 合 同 委 員 会)を 組 織 し、 同 組 織 で 下記 の 作

業 を行 う こ と で 合意 し た。

① 国 際 規 格 と してISOに 提 出 す る た め の シ ン タ

ッ クス 草 案 の 開 発

② 修 飾 子 技 法 と コ ー ドを含 む 標 準 メ ッセ ー ジの

開発

③ 標 準 メ ッセ ー ジの 準 備 及 び現 行 シス テ ム か ら

の移 行 に関 す る ガ イ ドラ イ ン の作 成

④EDI及 びEDIの た め の 一一般 標 準 の普 及 促 進 に

関 す る文 書 の 改 訂 と編 集

そ の 後 、UN-JEDIグ ルー プは 、ANSIX.12規 格

とTDI規 格 を 出発 点 に して 、 国 際 標 準 規 格 の 検 討

を開 始 し、1987年 ま で に 新 し い規 格 を作 成 し た。

こ の新 しい 規 格 は 、 米 国 と欧 州 の 了 解(妥 協)の

も と に 、TDI規 格 をベ ー ス に して 、ANSIX.12規

格 の 要 素 を 追 加 して 作 成 され た もの で 、EDIFA-

CT(EDIForAdministration,Commerceand

Transport)と 名 付 け られ た 。 作 成 され た新 規 格

は 、 全 世 界 が 合 意 し た標 準 規 格 とす る た め 、ISO

(国 際 標 準 化 機 構)の 中 のTC154委 員 会 の承 認 を

求 め る こ とに な っ た 。

TC154委 員 会 は 、元 々 、 ビ ジ プ ロの 国 際標 準 規

格 を確 立 す る た め に組 織 され て い た技 術 委 員 会 で

あ り、EDIFACTの 審 議 が 開 始 され る と、 一 躍 脚

光 を 浴 び る こ と に な っ た 。 新 規 格 は 、1987年3

月 にDIS文 書 と して 、TC154の 審 議 案 件 に 回 され 、

同 年9月15日 、 賛 成 多数 で 可 決 され 、ISO9735と

して登 録 され る こ と に な っ た 。

今 回 承 認 され たEDIFACTは 、 基 本 シ ン タ ッ ク

ス ・ル ー ル と呼 ばれ る憲 法 の よ うな もの で 、実 際

にEDIFACTに 基 づ い たII]際 標 準 メ ッセ ー ジ を組

立て る た め に は 、 関 連 規 格 の 整 備 が 必 要 で あ る。

この 関 連 規 格 に つ い て も、UN-JEDIゲ ル ー ブ が

規 格 草 案 を作 成 し、 そ の 草 案 をISO/TCI54の 審

議 に か け て 承 認 を得 る こ とに よ り、 題 際標 準 規 格

に す る とい う方 法 で 、 今後 整 備 され る 予定 で あ る。

UN-JEDIグ ル ー プ は 、 欧 米 で 構 成 され る組 織 で

あ り、 厳 密 に は 国 際 組 織 で は な い 。 従 って 、 同

グ ル ー プ の 策 定 す る 草 案 は 、 国 際 規 格 と して は

不 完 全 な 規 格 で あ る。 し か しな が ら 、ISO/TC

154で の 審 議 を受 け る こ と に よ っ て 、 世 界 中 のP

メ ン バ ー(Participatingmember)か らの 意 見 の

吸 収 が 図 られ 、 名実 共 に国 際 規 格 とい え る新 しい

標 準 規 格 に 成 熟 す る こ とに な る。

UN-JEDIグ ル ー プで 規 格 草 案 を策 定 し 、ISO-

/TC154で 審 議 ・承 認 す る とい うや り方 は 、 国 際

標 準 ビ ジ プ ロを策 定 す る た め の 確 立 した 方 式 と し

て 、 今後 、 長 く使 わ れ る と思 われ る 。 そ こ で 、 国

際 標 準 ビ ジ プ ロに 関 係 す る国(国 際 デ ー タ交 換 を

行 う国)は 、ISO/TCI54に 参 加 して い る こ と が

必 要 に な る。 な ぜ な ら、 これ か ら策 定 され る 新 し

い国 際標 準 ビ ジ プ ロの 審 議 に 参 加 す る唯 一の 方 法

が 、ISO/TCI54に 参 加 す る こ とだ か ら で あ る。

5.国 際 データ交換 フォーマットEDIFA-

CTの 概要'

こ こで 、EDIFACTの 概 要 を説 明 す る。EDIF-

ACTは 現 在ISO登 録 手 続 中 で あ る た め 、 正 式 な

規 格 文 書 は発 行 され て い な い 。 図 一4は 、 登 録 手

続 に 使 わ れ た規 格 書 を用 い て 作 成 し た 、交 換 の 階

層 構 造 で あ る。 以 下 の説 明 も、 す べ て 、 登録 手 続

に 使 わ れ た規 格 書 を元 に して い る。

9
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UN川 レ ー・セグメントデー・セ グメントデー・セ グメントUNTl

TAGI・ 単 ・デ ー タエ レ メ ン ト 十 複 合 データエ レメン ト

/＼
コ ー ド ・1デー・値引 デー嫡

構 成 デー タ:

エ レ メン ト

構 成 デ ー タ

エ レ メ ン ト

データ値 デー・司

1接 続 は1つ 以Eの 交換 を含む。接 続 のた め

の設 定,維 持 及 び終 了等 に関 す る技 術的 プロ

トコ ルは,本 規格 には 含ま ない。

1交 換 は次 の もの を含む:
-UNA

,使 用 す る場 合 は,サ ー ビス ス トリ ン
グ情 報

－UNB
,交 換 ヘ ノ ダ一

一使 用す る場 合は
,機 能 グ ループ また は メ ノ

七 一 ジの ど ちらかiつ
－UNZ

,交 換 トレー ラ

1機 能 グ ループは 次の もの を含 む。
一.UNG

,機 能 グ1レー プヘ ノダー
ー一同'タ イアの メ ノモ ー ジ

ーUNE
,機 能 グルー フ トレー ラ

1メ ノ七 一 シ は 次 の も の を 含 む 。
-UNH

,メ ノセ ー ジヘ ッ ダ ー
.一デ 一 夕 セ グ メ ン ト

ーUNT
,メ ノセ ー/ト レ ー ラ

1セ グメ ン トは次 の もの を含 む。
一1っ の セ グ メ ン トタ グ

ー 単 一デー タエ レ メ ン ト

・一複 合 デー タエ レ メ ン ト
,

と きは,そ の両 方

,ま たは

または適 用 可能 の

1七 グ メ ン トタグは次 の もの を含 む。
-1つ の セ グメ ン トコー ドお よび

、 もし明示

的指 示 の場 合は,反 復/ネ ス ト化 値

1単 一デ ー タエ レメ ン トは,1つ の デ ー タエ

レメ ン ト値 を持 つ。

1複 合 デー タエ レメ ン トは,構 成 デー タエ レ

メ ン トを持 つ 。

1構 成 デー タエ レ メン トは,単 一デー タエ レ

メン ト値 を持 つ。

UNA,UNB,UNZ,UNG,UNE,UNH及 びUNTは サー ビ スセ グ メン トで あ る。

図4交 換の階層構造
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一
(1)デー タ処 理 環 境

EDIFACTは 、 オ ン ラ イ ン ・フ ァイ ル 転 送 が

可 能 な ネ ッ トワ ー ク を前 提 に した 、 メ ッセ ー ジ

・フ ォー マ ッ トの 規 格 で あ る。 ネ ッ トワー ク ・

ツ ー ル と して は 、OSI標 準 シ ス テ ム を念 頭 に お

い て お り、FTAM上 に 展 開 す る こ と を想 定 し

て い る 。 も ち ろ ん 、FTAMと 同 種 の 機 能 を持

っ た ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビス で あ れ ば 、 どれ で

も適 用 可 能 で あ る 。

(2)EDIFACTで 定 義 され た規 格 の 範 囲

EDIFACTで 定 義 され て い るの は 、 フ ォ ー マ

ッ トに関 す る規 格 だ けで あ る 。 ネ ッ トワ ー ク ・

シ ス テ ム につ い て は 、OSI標 準 シ ス テ ム を 適 用

す る こ と を 前 提 に して お り、 デ ー タ ・コ ー ド

(デ ー タ ・エ レ メ ン ト)と メ ッセ ー ジ全 体 の意

味 付 な どに つ いて は 、 関 連 規 格(例 え ば 、 国 連

貿 易 デ ー タエ レ メ ン ト集 な ど)を 適 用 す る こ と

に な っ て い る。 ま た 今 後 、 不 足 して い る規 格 を

順 次 追 加 す る こ とに な っ て い る。

③ フ ォー マ ッ ト構 成

EDIFACTは 、TDI規 格 を ベ ー ス に し 、

ANSIX.12規 格 を 吸 収 で き る よ うに 機 能 拡 張

を行 っ た規 格 で あ る。 規 約 は 、 ジ ェネ リッ ク な

シ ン タ ッ ク ス ・ル ー ル と して 、 ま とめ られ て い

る。 こ の規 約 に従 って 、 フ ォー マ ッ トを組 み立

て る と、 図4の よ うな 階 層 構 造 を持 っ た、 トラ

ンザ ク シ ョン ・セ ッ ト(図4で は機 能 グル ー プ

に担 当)が 構 成 され る。

こ の フ ォー マ ッ トは、 可 変 長 形 式(デ ー タエ

レ メ ン トを含 め て)で あ り、 区 切 り文 字 の 違 い

な ど を除 け ば 、 基 本 的 に は 、ANSIX.12規 格

と 同 一 で あ る。ANSIX.12規 格 と大 き く違 う

点 は、 複 合 デ ー タ ・エ レメ ン トで あ る。 こ れ は 、

複数 の デ ー タ値 に よ り構 成 され るデ ー タ ・エ レ

メ ン トで あ る。ANSIX.12規 格 で は 、 単 一 デ

ー タ ・エ レ メ ン トだ けが 定 義 され て い る。

6.国 際標準化の進展 と我が国の役割

以 上 述 べ た よ うに 、EDIの た め の 国 際 標 準 化

(ビ ジ プ ロの 標 準 化)は 着 実 に進 ん で い る。 もち

ろ ん 、 そ の 進 み 具 合 は 、 か な り遅 く、 構 想 自体 は

10年 近 く前 に 出 され て い る し、 現 在 で も規 格 が

完 成 し た わ け で は な く、 今 後 も ま た10年 以 上 の

歳 月 が 必 要 だ と考 え られ て い る。 こ の よ うな 息 の

長 い作 業 が 、 欧 米 を 中 心 に行 わ れ て きた 。 そ して 、

残 念 な が ら これ ま で は 、 以 上 の よ うな作 業 に我 が

国 は態 動 的 な参 加 を して こな か っ た の で あ る。 例

え ば 、 今 回EDIFACTの 審 議 が 行 わ れ たISO/TC

l54へ は 、1988年2月 ま で我 が 国 は 、Pメ ンバ ー

と して 参 加 し て い な か っ た の で あ る。 もち ろ ん 、

数 あ る先 進 国 の 中 で 唯 一 の こ と で あ り、 我 が 国 以

外 の 先 進 国 は 、 既 に皆 参 加 して い る。

20年 以 上 前 の 、 経 済 の 中 心 が 欧 米 で あ る時 代

で あれ ば 、 標 準 化 の 推 進 もそ こ を 中心 に と い う理

屈 に な るが 、 現 在 で は通 用 しな い こ とで あ る 。 む

し ろ 、世 界 屈 指 の経 済 力 を 誇 る我 が 国 が 、 標 準 化

の 推 進 に積 極 的 に 参 加 しな い た め に 、標 準 化 の 中

味 が歪 む結 果 に な って い る の で は な い か と考 え ら.

れ るの で あ る。EDIFACTの 規 格 書 を読 む と、 使

え る文 字 は 、概 ね 、 数 字 と ア ル フ ァベ ッ トに な っ

て お り、 漢 字 は もち ろ ん カ タ カ ナ も使 え な い 規 格

で あ る。 こ れ は 、 欧 米 で の 国 際 デ ー タ交 換 を満 足

す る もの と思 うが 、一 部 の 国 際 デ ー タ交 換(特 に

ア ジ ア諸 国)と 、 我 が 国 内 の デ ー タ交 換 で の 必 要

機 能 を満 た して い な い 。 こ の こ と が 、我 が 国 とそ一



の 周 辺 て の 普及 の 障 害 に な る 口不能 性 が あ る。 これ

は'例 で あ り、 文字 以 外 に も、 この よ うな問 題 を

起 こす 要 素 が 、 い くつ か あ る と考 え られ て い る。

な ぜ この よ うな 、我 が 国 に とっ て 問 題 の 多 い 規

格 が制 定 され るの か と言 えば 、 そ れ は 、 規 格 策 定

に我 が 国 が 参 加 して い な い か らで あ る。 我 が 国 が

使 え な い 規 格 は 、 我 が 国 とそ の 周 辺 の 経 済 規 模 を

考 え る と、 全 世界 の約1/3の 支持 を失 っ て い る

こ とに な り、 とて も国 際 規 格 とは ぼ えな い 規格 と

い う こ と が で き る。 国 際標 準 規 格 に す るな らば 、

我 が 国 が 必 要 とす る機 能 も盛 り込 ん で 、我 が 国 も

使 え る規 格 に す る必 要 が あ る。 そ の た め に は 、 規

格 策 定 に 積 極 的 に 参 加 す る必 要 が あ る。

本 年3Jj(19884「3月)に 、 我 が 国 は 、 よ う

や く 、ISO/TC154のPメ ン バ ー に な っ た 。 これ

で、 国 際 標 準 規 格 策 定 へ の 参加 の 道 が 開 か れ た の

だ が 、 ま だ第 一歩 に過 ぎな い 。Pメ ンバ ー と して

の 参 加 と同 時 に 、ISO/TC154国 内 審 議 団 体 とな

っ た 当協 会 で は 、 現 在ISO/TC154国 内 審 議 委 員

会 の 設 置 を急 い で い る。 我 が 国 で は 、 例 え ば図 一

3に お け る米 国 の よ う な、 標 準 化 を進 め る組 織 体

制 が 整 備 され て い な い 。ISO/TCI54国 内 審 議 委

員 会 は 、 図 一3のASCX.12委 員 会 に 相 当 す る も

の で 、 こ の設 置 を機 会 に 、我 が 国 で も標 準 化 を進

め る体 制 が整 備 され るべ きだ と考 え る 。 そ の 場 合 、

当協 会 の 産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー は 、 図 一3に お

け るTDCCに 相 当 す る役 割 を 担 う こ とに な ろ う。

そ し て 、 我 が 国 の 主 要 な 業 界 が 、ISO/TC154国

内審犠 委 員 会 へ 結 集 す べ きで あ り、現 在 そ の方 向

で 準 備 が 進 め られ て い る。

幸 い に して 、 この よ うに 、 国 内体 制 の 整 備 が 進

め られ る こ とに な っ た。 しか しな が ら、 当 分 の 間 、

欧 米 の よ うな強 力 な組 織 化 は 望 め な い 。 これ か ら

少 しず つ 、 望 ま しい方 向 へ 向 って 努 力 し、少 しず

つ 体 力 の 強 化 を図 らな け れ ば な らな い 。 従 って 、

世 界 か ら求 め られ て い る我 が 国 の 役 割 り一 そ れ は

ア ジ ア地 区 に お け る標 準 化 推 進 の と りま とめ 役 一

を 今 す ぐ全 面 的 に遂 行 す る こ とに は無 理 が あ る。

そ の 前 に 、 国 内 の 標 準 化 の ベ ク トル の と り ま と め

を行 い 、 我 が 国 の 総 意 を は っ き り させ る必 要 が あ

る。 標 準 化 を進 め る組 織 の 整 備 と標 準 化 に対 す る

我 が 国 の ポ リシ ー が確 立 され て い な けれ ば 、 国 際

的 な場 で の 討 議 に参 加 して も、 大 きな 貢 献 は で き

な い で あ ろ う。

我 が 国 は 、EDIの 導 入 そ の もの につ い て は 、 欧

米 な ど と比 較 した 場 合 、先 頭 を走 って い る。 しか

しな が ら、 ビ ジ プ ロ を含 むEDIの た め の規 格 の標

準 化 に つ い て は 、 残 念 な が ら、 後 方 を 走 って い る。

そ れ だ け 、我 が 国 に は 歪 ん だEDIが 多 い こ と を意

味 して い る。 な ぜ その よ うに な る の か 、標 準 化 の

遅 れ は 、EDIに 限 らず 情 報 処 理 全般 に言 え る こ と

で 、 我 々 は 、標 準 化 に対 す る考 え方 を 、 今 一 度 見

直 す 必 要 が あ るの か も しれ な い 。 我 が 国 に は 「長

い物 に は巻 か れ ろ」 とい う諺 が あ り、 自分 の 手 に

負 え そ うに な い もの に は 、 積 極 的 に 主 張 す るよ り

は 、従 う方 が得 だ とす る考 え方 が あ る。 と ころ が 、

標 準 化 は 一 般 的 に 途 方 もな く難 し く(だ か ら遅 々

としか進 まな い の だ が)、 前 述 の 賢 い精 神 で は 、 対

応 が で きな い の で あ る 。

こ こ当 分 の 間 、標 準 化 の 重 要 性 は増 加 す る こ と

は あ って も減 る こ とは な い。 この 課 題 を ど う乗 り

越 え るの か 、 我 が 国 の情 報 処 理 全 体 に 関 わ る問 題

と言 え るだ ろ う。一



昭和63年 度事業計画
概要

わが国における情報処理及び情報処理産業の発

展は、産業の情報化、知識集約化を推進す るとと

もに、国民生活の向 ヒに大きく貢献 している。

しか しなが ら、今後 も複雑に変化する経済 ・社

会環境 と多様化す る情報ニーズに対応す るために

は、情報 処理 の動 向を的確 に捉 え、人 τ二知能

(AD技 術等革新的 な情報処理技術に基づ く各

種情報処理システムの調査研究や情報化を推進す

るための基盤整備等が増々重要な課題 となって く

る。 また、社会 を支える優秀な人材の確保 ・育成、

国民の情報化意識の向上を図る必要がある。

当協会では、以上の状況 を踏まえ、高度情報化

促進に関す る調査研究、産業の情報化推進、情報

化の普及振興、人工知能(AI)の 普及振興 、情

報処理 システム等の調査 ・研究開発、情報処理技

術者の育成、情報処理技術者試験の実施 を事業の

柱 として以 ドの事業を実施する。特に、昨年度組

織の拡充強化を図った情報処理技術者育成の中核

的機関 において、引続 き情報処理技術 インス トラ

クタ及び高度情報処理技術者の養成 、先進的情報

処理教育 システムの調査 ・開発に取組むとともに、

同じく昨年度、AI振 興センター内に設f目したAI

機器等共同利用センター(AIオ ープンハウス)の

拡充を目指 し、それぞれの事業 をさらに発展させ

る。また、産業情報化推進事業の国際的協調を深

めるため、本年度 より国際標準化機構(ISO)の

技術委員会154(TC154)に 対す るわが国代表機

関 としての活動 を開始する。

事業内容

1.高度情報化促進に関する調査研究

(1)情報化総合指標の作成に関する調査研究

急速な進展 をみせ るわが国における情報化に

ついては、すでに多くの調査報告書で各種統計

資料をもとに指摘 されている。しか し、各種の

統計やそれに基づ く指標は各々の固有な目的に

則 して作成 されているために、情報化の動向を

総合的に判断することは困難である。

本年度は昨年度に引 き続いて、内外の情報化

に関す る資料を幅広 く収集 し、各種指標の整合

化を図 る分析作業を実施 し、産業界における情

報化の進展度、社会生活における情報化の役割

等わが国における情報化の推移を総合的に把握

す るとともに、これ らのデータを もとに海外先

進諸国の状況 と比較 し、情報化総合指標 として

わが国の情報化に関す る国際的位置づけ、将来

動向を明確化す るための指標 を作成す る。

(2)情報化と法制度に関する調査研究

情報化の進展 とネットワークの発達により、

業務のシステム化が拡大する反面、データの改

変による財物の詐取、コンピュータ ・システム

への不法侵入等、犯罪的行為が増大している。

本事業では、このような事態に対処する法制

度のあ り方について、情報化推進の立場から調

査研究するもので、昨年度に引 き続 きコンピュ'

一夕の不正 アクセス、コンビ。ユータの無権限使

用等 コンピュータシステムに対する不正行為を

中心 として法的対応の検討に資する調査を実施

する。

(3げ ライバシー保護に関する調査研究

民間部門が保有する個人情報は各産業分野に

広 く存在するため、的確な対応が望 まれる。



このため、昨年度は、コンピュータを利用す

る民間企業のための、個人情報保護のためのガ

イドラインの内容となるべ き留意事項 を検討 し、

とりまとめて公表 したが、これに対す る一般 市

民・消費者団体、民間企業、ジャーナリズム等

か ら広 く意見を収集する。

これ らに基づ き、プライバシー問題基本論議

とコンピュータ処理に伴う諸問題 との関連にお

けるガイドラインの内容や実施に当っての問題

点、個人 と企業の利害対立における融和点のあ

り方、コンピュータ利用の拡大 とプライバシー

侵害の可能性 と対策等について調査研究する。

(4)セキュリティ対策に関する調査研究

システム監査基準の適正かつ円滑な運用を推

進するために、 システム監査相談室を継続 し、

ユーザーにおけるシステム監査導入をめぐる問題

点の解決にあたるとともに、ユーザーからのシス

テム監査に関する相談に応 じる。

また、昨年度の 「セキュリティ産業」の実態

調査に継続 し、わが国におけるセキュリティ産

業のビジョンを作成する。

更に、昨年度に引 き続 きセキュリティ対策の

前提 となるリスク分析について実務的な リスク

分析の手法を確立するための研究を行 う。

(5海外の情報産業及び情報処理に関する調査研究

わが国の情報処理及び産業の情報化に資する

ため、継続 して文献調査及び調査員の派遣 によ

り海外の情報処理及び情報処理産業の実態 と今

後の動向を把握する。また、海外における情報

処理関連法制度に関するテーマとして越境デー

タ流通(TDF)に 関わる問題について整理 し、

わが国の施策に資する立場か ら分析 を行 う,。

⑥オンライン制度に関する調査研究

わが国の産業の情報化推進に必要 とされる重

要課題 として、 これまで継続 して実施 している

オンライン制度問題について調査研究を行 う。

昨年度は、電気通信事業法の改正を中心 とす

る制度 について、オンライン・ユーザーの立場よ

り問題点を整理 し、意見等についてとりまとめ

た。 しかし、同法の施行により多数の事業者が

事業が開始しているに もかかわ らず、通信料金、

業が開始 しているに もかかわ らず、通信料金、

通信法体系等、なお検討を要する問題があると

の結論が得 られた。 このため、本年度 も継続 し

て関連法制度について課題等を把握 し、オンラ

イン ・ユーザの立場か らの意見をとりまとめ、

必要に応 じて関係各方面へ提言を行 う。

(7)コンヒ。ユ一夕 ・ユーザー動向調査

わが国の情報化進展に伴う様々な問題を的確

に捉 えるため、継続 してオンライン利用状況調

査を実施 し、コンビ。ユ一夕 ・ユーザーにおけるコ

ンヒ。ユ一夕利用及びオンライン化動向並 びに特

定 テーマについて集計分析を行 う。

本調査では、全国の40業 種、3,500事 業体 を

当協会所有のユーザー ・リストより抽出 し、これ

を対象 としてアンケー ト調査を実施する。なお、

調査結果データについては、現状及 び将来動向

等の把握が容易に行 えるよう引 き続 きデータベ

ース化を図 る。

(8)情報化基盤整備に関する調査研究

わが国の情報処理及び情報処理産業振興 に必

要な基盤整備に関わる諸問題について施策策定

に資す る立場から調査研究を行 う。

本年度は昨年度に継続 し、情報化の拡が りや

情報 ・通信関連技術の将来動向を調査するとと

もに、これらの進展が社会構造に与える影響等



を調 査 す る こ と と し、 そ の 実 態 や 問 題 点 を 分 析

す るほ か 、 タ イ ム リー な 新 しい テ ー マ に つ い て

も施 策 に 資 す る た め具 体 的 方 策 等 の 検 討 を 行 う。

(9)エキ スパ ー ト ・シ ス テ ム評 価 ガ イ ドラ イ ンの 研

究 開発

エ キ ス パ ー ト ・シ ス テ ム は 、専 門 家 の知 識 を

整 理 して 蓄 積 し た知 識 ベ ー ス そ の もの が シ ス テ

ムの 性 能 に大 き く影 響 を 及 ぼす 。 同 一 の テ ー マ

で も、 利 用 す る知 識 ベ ー スが 異 な る と 、 そ れ か

ら得 られ る解 に差 異 が 出 て くる。 エ キ ス パ ー ト

・シ ス テ ムの 本 格 的普 及 に 先 駆 け て シ ス テ ム監

査 的 な立 場 か ら評 価 ガ イ ドラ イ ン を確 立 して お

く こ とは 、導 入 後 の種 々 の 問 題 の 発 生 を 回 避 す

るた め に重 要 で あ る。

本 事 業 は 、3年 計 画 で 実 際 に知 識 ベ ー ス 構 築

実 験 を行 う と同 時 に 、 エ キ ス パ ー ト ・シス テ ム

開 発 上 の 課 題 の 調 査 を行 い、 そ の 結 果 を踏 ま え

て シ ス テ ム監 査 的 観 点 に 立 っ た エ キ ス パ ー ト ・

シ ス テ ム の 開 発 や 活 用 時 の評 価 の た め の ガ イ ド

ライ ン を作 成 す る もの で あ る。

ぷ を漁 誉 鰺 … 静 靴 促 遮'、

㈲ ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル等 に 関 す る研 究 開 発

共 通 ビジ ネ ス プ ロ トコ ル を産 業 界 に普 及 、定

着 させ る た め に は 、 そ の 開 発 と共 に有 効 性 の検

証 が 必 要 で あ る。 この た め本 事 業 で は こ れ ま で

の 研 究 成 果 を踏 ま え、 製 造 業 界 を対 象 に した 新

しい ア プ ロ ー チ に も とつ く コ ー ド、 フ ォー マ ッ

ト、 接 続 手 順 等 の ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル の 研 究 開

発 と 、 フ ィー ジ ビ リテ ィ ・ス タ デ ィ(運 用 実 験)

を3年 計 画 で 行 う もの で あ る。

2年 目の 本 年 度 は 現 存 す る手 順 の課 題 、 モ デ

ル業 界 に お け る運 用 手 順 等 の 検 討 結 果 を踏 ま え、

コ ー ド類 の 検 討 、基 本 フ ォ ー マ ッ トの 分 析 と可

変 化 の検 討 及 び 国 際 間 の デ ー タ交 換 との 整 合 性

な ど を検 討 し、製 造 業 界 を対 象 と した ビ ジ ネ ス

プ ロ トコ ルの 基 本 構 想 を ま とめ る。

〔2産業 の情 報 化 の 国 際 的 協 調

①ISO/TC154へ の 参 加

行 政 機 関 や 商 業 、 工 業 界 に お け る情 報 交 換

の た め の デ ー タ記 録 及 び 表 現 の 標 準 化 を 進

め て い る 国 際 標 準 化 機 構(ISO)の 技 術 委 員

会154(TC154)へ わ が 国 を 代 表 す る 窓 口

(審議 団 体)と して 登 録 す る事 と し た。 そ れ

に伴 い 技 術 委 員 会 よ り提 案 され る国 際 標 準 化

企 画 草 案 を 審 議 す る た め の 国 内 審 議 会 を設 置

し活 動 を行 う。

②OSIの 推 進 へ の 支援

国 際 的 な 規 模 で標 準 化 及 び製 品 化 が進 み つ

つ あ るOSI(OpenSystemsInterconnection)

をユ ーザ ー ・サ イ ドか ら も積 極 的 に支 援 す る た

め 、 多 様 な業 種 か らな るOSIユ ー ザ ー懇 談 会

(昭 和63年3月 末110社)を 昨 年 に 引 き続 き

運 営 し、POSI(OSI協 議 会)、INTAP((財)

情 報 処 理 相 互 運 用 技 術 協 会)、 メ ー カ ー 等 と

の 連 携 に よ り各 種 ス タ デ ィ、 意 見交 換 等 を行

う。

(3}産業 界 に お け る情 報 ・通 信 シ ス テ ム高 度 化 に 係

わ る ユ ー ザ ー 問 題 調 査

コ ン ビ。ユ一 夕 ・ユ ー ザ にお け る情 報 ・通 信 シ

ス テ ム の 高 度 化 を円 滑 に進 め る た め 、 ハ ー ドウ

ェア及 び ソ フ トウ ェア を含 む 情 報 産 業 と の連 携

・協 調 に よ り諸 問 題 の解 決 を図 る こ と を 目 的 と

して、先 進 ユ ーザ ーか らな る 「情 報 ・通 信 ユ ー ザ

ー懇 談 会 」 を昨 年 に 引 き続 き設 置 し、 ユ ーザ ー ・

サ イ ドか らの 問 題 の 抽 出 ・検 討 を 行 う と同 時 に 、

これ に 基 づ き コ ン ピ ュ ー タ産 業 、 ソ フ トウ ェ ア一



業界との意見交換を行い、ユーーザー・サイドから

要求 される各種問題解決の中か ら重要かつ波及

効果の高いテーマを選定 して具体的な解決の方

向、方策な どを調査研究する。

〔4)産業界のシステム構築のあ り方に関する調査研

究

産 業界における情報化 は、ネットワーク化へ

の今後の対応が重要な課題 となっている。

そこで本事業では、昨年度に引 き続 き業界別

にシステム化動向、ニーズ等について幅広 く調

査を行 うとともに、特定の業界を選定 して長期

的視野に、アった業界毎のネットワーク化の方向

について検討し、産 業界の システム構築 ▲二の問

題点を中、ア的な、ア場か ら検討 し、産業界のシス

テム構築 を支援す る。また、最近各地に異業種

の水平 ネ ットワークとしてスター トした地域

VAN及 び先進的な情報 ネットワーク事例 を取

りヒげ、情報 システム化の計画から運用に至 る

までの実態を調査し、今後の後発業界への参考

に供するための事例調査を行 う。

⑤産業界の システム化に係わる制度問題の調査研

究

企業間ネットワーク化の急速な進展は電子取

引 という新 しい取引形態を生み出し、産業界全

般に拡が りつつあ り、かつ、従来の商慣習や規

則、法律では対応できない問題を発生 させてい

る。

本事業では、昨年度モデル業界として石油化

学業界を選定 して調査研究 を実施 して きた具体

事例をベースに、基本契約約款等に盛込むべ き

ルール化のモデ リングを行 うとともに、主要関

連業界を含めルール化の可能性 と問題点を調査

研究する。

ま た 、産 業 界 で の ネ ッ トワー ク構 築 の 一つ の

キ ー と な るVANに つ い て も、 共 同 化(独 禁 法)

や 業 務 処 理 レ ベ ル で の サ ー ビス の 実 施 が進 展 し

て い る こ とか ら、 そ の 際 の法 的 な 問 題 に つ い て

併 せ て 調 査 分 析 す る。

(6)産 業の 情 報 化 に係 わ る普 及 ・広 報

わ が 国 産 業 界 の情 報 化 動 向 を 広 く関 係 方 面 に

周 知 す るた め、 主要 な 記 事 情 報 の 概 略 と、 そ の

出 典 を と り ま とめ た 「産 業情 報 化 イ ンデ ッ クス」

(各 月)及 び 総 合 的 な 広 報 誌 「産 業 と情 報 」

(年4回)を 発 行 す る。

ま た 当セ ン ター の 蓄 積 す る情 報 ・技 術 を ベ ー

ス に適 宜 会 員等 に対 して ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル を

中 心 とす る各 種 の コ ンサ ル テ ィン グ ・サ ー ビス

を実 施 す る。

更 に 、 業 界 団 体 及 び企 業 の経 営 者 、実 務 家 を

対 象 に産 業 の 情 報 化 に伴 う諸 問 題 につ い て 、 各

種 研 究 成 果 、 先 進 的 事 例 等 、 時 宜 に適 した テ ー

マ を選 び 「産 業 情 報 化 シ ン ポ ジ ウ ム」 を 開 催 す

る。

・・㌍ ご謡講 磯 菊鰭灘 纂㌧一

(1)シンポジウム等の開催

情報処理に関する知識の啓蒙を図 るため、

官公庁の トップマネージメン ト層を対象 とす

るトッフ。セ ミナー(2回)等 を開催する。

(2)情報化月間行事

国民の情報化に対す る正しい理解 と認識 を

高めるために、10月 に実施 され る情報化月

間についての総合広報を行 うとともに、同期

間中、関係団体 と協力して展示会(地 方8都

市)、 講演会(地 方8都 市)及 び国際講演 ・

討論会(東 京)を 開催する。

{3)国際交流一
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海外諸国 との円滑な技術交流の一環 として、

日 ・独両国の政府 ・産業界、学界等の有識者

の参加 による国際フォーラムを開催 し、情報

処理分野を中心に両国の技術動向等について

意見交換 を行 う。 このほか、NCC参 加等海

外諸国の情報処理関係機関 との情報交換 を通

じて、情報処理に関する国際交流を深める。

(4)マイクロコンピュータ応用システム開発技術

者試験の実施

マイクロコンピュータ応用システムは、今

後各方面において広 く利用 されていくもの と

予想 されるので、その開発技術者の技術能力

を認定する試験を実施 し、 もって本 システム

開発技術の普及向上に努める。本年度は、昨

年度に引 き続 き初級試験、中級試験 を行 う。

{5)広報

内外の情報処理及び情報処理産業等の実情

を広 く周知す るため、海外向 けにJAPAN

COMPUTERQUARTERLY(年4回)、1-

NFORMATIZATIONWHITEPAPER

(年1回)を 発行す るとともに、国内向けに

は、JIPDECBULLETIN(月1回)、 情報

化白書及び各種調査研究成果報告書を発行す

る。

⑥会員に対す るサービス

調査 ・研究開発成果の提供、施設の利用、

研究会、研修講座等各種行事への優先参加等

を通 じ、賛助会員に対す るサービスの充実に

努める。

・・1駆繧'4ジ ⌒ 鳩岡 ・獺 ロ主瓢:

(1)AI機器等共同利用センターの設置 ・運営

AI技 術の普及には、ハー ドウェアやソ フ

トウェアの両面 にわたる種々のAIツ ールの

機能を調査し、各々の利用ニーズに応 じた適

合性 を確認する場が必要となる。 このよ うな

状況に鑑み、昨年度AI機 器等の製造販売企

業か らの出展 を得て、公共的なAIツ ールの

共同利用セン ター 「AIオープンハ ウス」 を

設置したが、本年度 はさらに設備の拡充を図

るとともに、引 き続 きAIユ ーザー及びソフ ト

ウェアハ ウス等の希望者 に、AI機 器等の機

能、利用技法の習得、適用ニーズに応 じた実

験 ・評価の利用等に供する。

(2)AI技術動向等に関す る調査

AI技 術は、広い分野にわたる技術の高度

化に中核的役割 を果たす もの として、企業、

大学等で研究開発を進めている。

しかし、 さらに研究開発を効率的に行い、

広 くAI技 術の普及 を図るためには、内外の

AI技 術及 び需要、更にAI技 術 を支える知識

システムエンジニアの教育(人 材育成)の 動

向について的確に把握することが重要である。

この ため、本事業 では、①AIの 技術動 向調

査②AIの 製品化状況調査③AIの 需要動向調

査④知識 システムエンジニアの教育動向調査

を行 う。

(3)知的情報処理 システムの導入 ・活用に関する

調査研究

現在の情報処理動向は、AI技 術 をとり入

れた知的情報処理へ と向かいつつあ り、今後

の技術の発展により、この種のシステム開発

が一層進展す ると予想 される。

本事業では、過去2か 年 にわた り知的情報

処理 システムのシステム開発方法論 を確立す

るとともに、 システム開発を効果的に行 うた

めの開発支援ツールの選択 に関す る基準を設一



産するなどの活動を行 って きた。

最終年度の本年度は、これまでの調査成果

を踏 まえ、各応用領域 において必要 となる

AI技 術 や知識 を もとに、実際 に開発 を行 う

知識 システムエンジニアの育成に関 し、引 き

続 き調査研究を行い、知的情報処理 システム

の導入 ・活用ガイ ドブックを作成す る。

(4)AIに関する普及啓蒙

AI技 術の正 しい理解 と利用の普及啓蒙 を

行 うことをね らいに、昨年度 に継続 してIC-

OT-JIPDECAIセ ンターをおいて、AIに 関

心をもつ事業者団体、地域技術振興団体、企

業を対象に、AIセ ンター案内パンフレット

を作成 し、会員登録の勧誘 に努めるほか、

AIセ ンター機関誌の発行、AIシ ステム実験

教室、AIツ ール説明会等の開催、AI展 への

出展等 を行 う。併せてAI関 連文献 資料の整

備を図 り閲覧に供する。
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当協会で蓄積 された技術や調査結果をもと

に公益的中立機関の立場か ら広 く官公庁、団

体等か らの受託等によ りシステム導入、機種

選定等に関するコンサルテーションやシステ

ム開発等情報処理に関する調査 ・研究開発 を

行 うもので、本年度予定 されている主な もの

は次のとおりである。

①特許事務総合機械化 システム標準化等業

務

②意匠 ・商標機械検索 システムの開発

③第5世 代コンピュータ研究開発用ネ ット

ワークの構築 ・運用等

④流通データサービスの実験

⑤産業連関表作成 システムの開発 ・運用

⑥法令改廃オンラインシステムの開発

6.情報処理技術者の育成

(1情報処理技術 インス トラクタ養成

情報処理教育機関のインス トラクタ養成を

図 るため、CAROLを 用いた実習に も重点を

置いた教育 カリキュラムを作成 し、専修学校

等の実情に応 じた研修 を行 うとともに本年度

は新たに大阪において も開催する。

②高度情報処理技術者等の養成

高度情報化の進展に伴いその育成確保が緊

急 とされている高度情報処理技術者を養成す

るため、ネットワーク ・エンジニア(NE)、

アプ リケーシ ョン・エンジニア(AE)、 プロ

ダクシ ョン ・エンジニア(PE)等 の高度技

術者養成コースを中心に新 たな教育体制によ

る育成指針に沿った講座 を実施する。また併

せて企業等におけるインス トラクタ教育を行

う。

(3)高度情報処理技術者育成指針の作成

高度情報処理技術者を養成するため、その

人材像を明 らかにす るとともに昨年度はアプ

リケーション ・エンジニア、 ネットワーク ・

エンジニア等の指針 を作成 したが、本年度 は

ナレッジ ・エンジニア、データベース ・エン

ジニア、システム ・エンジニア(共 通)、 マ

イクロコンピュータ応用 システム開発技術者

(上級)等 の育成指針を作成する。

(4}情報処理技術者育成調査

産業界のニーズを吸収するための情報処理

技術者の実態を明らかにす るとともに、それ

らの技術者を養成するためのカリキュラムの

研究、適性、能力開発手法の研究、CAIコ ー

スウェア(CAROL)等 教材 にっいての研究一



を行 う。また、新たに要請 されるシステム ・

インチグレータを支えるアプリケーション'

エンジニアについて、その育成 プログラム策

定に関す る研究調査を行 う。

(5)先進的情報処理教育 システム等の調査

欧州 における大学、企業及び教育機関等に

おける高度情報処理技術者養成のための教育

カリキュラム、先進的な教育方法、公的情報

処理教育機関における運営形態等について調

査し、教育の充実を図る。

⑥複数 メデ ィアを活用 した情報処理教育システ

ムに関する調査

人材育成のための情報処理教育 システムの

発展 をね らいとして、電波、 ビデオ、CAI、

通信ネットワーク等新しいメデ ィアを利用し

た効果的教育方法、技術のあり方 を明 らかに

す るとともに情報処理教育用 ビデオを作成す

る。

(7)情報処理教育機関等の実態調査

情報処理技術者の供給源 としての専門学校

等についてその規模、設備、 インス トラクタ、

教育内容等最新の実態 を把握 し、高度情報化

人材育成推進 を図るための専門学校 インス ト

ラクタ育成事業の一助 とする。

(8)情報化人材育成連携機関(委 嘱校)等 に対す

る普及啓蒙

情報処理技術者教育の普及啓蒙を図 るため、

情報化人材育成連携機関(委 嘱校)等 に対 し、

地方交流等を通 じて産業界のニーズの紹介、

委嘱校等 との間で意見交換 を行 うことにより

産業界 と委嘱彼等の交流を促進するとともに、

委嘱制度の円滑な推進 を図るための連絡会を

開催 し、情報処理教育の活性化、情報化の推

進 に役立てる。

{9)情報処理技術者教育向上セ ミナー等の開催

わが国における情報処理技術者教育の向上

を目的 として、コンピュータ・ユーザー、ソフ

トウェア業等を対象に、当研究所の研究成果

等を普及 させるためのセ ミナーを開催す る。

7.情 報処理技術者試験

通商産業大臣が実施 している情報処理技術者

試験の試験事務について、通商産業大臣の指定

試験機関 として業務を実施するとともに試験の

啓蒙 ・普及等のための調査を実施する。なお、

昭和63年10月 か らは新たに 「オンライン情 報

処理技術者試験」が追加 されることにな り、試

験種目の数 は5種 目となる。

当該試験 は全国的規模で実施 されるため、下

記の場所に従たる事務所を設置 し、業務を遂行

す る。
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情 報処理 技術 者試験 センター 東京都港区虎 ノ門1-16-4

アーバ ン虎ノ門ピル8階

札
(情報処理技術者試験セ

幌 支
ン ター)

部

札幌市北区北24条 西14-8-5

翻北海道環境科学技術セ ンター内

〃

台 支 部
) 仙台市本町3-5-3

佐斬 ピル201号

〃

京 支 部
〉 東京都港区浜松町2-4-1

世界貿易七ンターピル7階

〃

古 屋 支 部
) 名古屋市中区栄5-26-39

タカシマ名古屋 ビル8階

〃

阪 支 部
) 大阪市東区京橋2-20

天満橋八千代ピル別館6階

〃

島 支 部
) 広島市中区鉄砲町1-20

第3ウ エ ノヤピル3階

〃

国 支 部
) 高松市亀井町4-・12

セ ントラルピル別館7階

〃

岡 支 部
) 福岡市博多区博多駅前2--9-28

福岡商 〔会蹟所ピル7階

〃

縄 文 部
) 那覇市久米2-2-10

那覇商工会虚所 ピル2階一



一
民間部門における個人情報保護のためのガイ ドライン

1.ガ イ ドラ イ ンの性 格

去 る5月9日JIPDECは 「民間部門における個

人情報保護のためのガイドライン」 を公表 した。

このガイ ドラインは通産省の依頼によ り、昭和

61年1月 にJIPDECに 設けられた研究委員会で2

年余にわたる検討を経て作 られたものである。こ

の委員会は、学識経験者及び個人情報のコンピュ

ータ処理に関する業界の専門家で構成 され(委 員

長:堀 部政 男 橋 大教授)、JIPDECを 事務局 と

するものである。

このガイドラインは民間の企業等が個人情報の

取扱いについて、情報主体(本 人)の 保護 とい う

観点から自主規制 を行ってゆ くに際 し、その指針

ない しモデル とい う性格 を持つ ものである。こ

のガイ ドライン自体は、これを作成した委員会の

性質上専門家の意見とい う色彩が濃いので、通産

省の施策 に乗せるには、 さらに業界の代表者を集

めた委員会 を別に設けてオーソライズす る手続 き

が必要であるという理由か ら、新たに通産省機械

情報産業局長の諮問機関 として、情報化対策委員

会の個人情報部会が5月 下旬に設置 された。上記

のJIPDECガ イ ドラインを素案 として審議 を行い、

今年11月 頃に答申作成 を行 うことを目標 として

いる。

2.ガ イ ドラ イ ン作 成 の背書 ～一 一

欧米では1970年 代以降 、個人情報保護 のため

の立法や自主規制が行われている。例えば、ヨー

ロッパでは、スウェーデン、西 ドイツ、フランス、

デンマーク、イギリス等で公的部門、民間部門の

双方について、個人情報保護のための立法が行わ

れている。またアメリカでは、公的部門や、民間

の信用情報報告機関等について立法が行われてい

るほか、一般の民間企業等は広 く自主規制 を行っ

ている。1980年 には、OECD(経 済協力開発機構)

が加盟国の国内立法の整合性を図るため、ガイド

ラインを公表 した。

日本では、欧米に比べて個人のプライバシー感

覚 が強 くない等の事情 もあって、個人情報保護の

ための制度的対応 については、当初消極的であっ

た。 しか し昭和50年 代以降、 コンピュータによ

る情報処理技術の飛躍的な進歩に伴い、個人情報

の集積 ・利用は著 しく増加 した。

即ち公的部門では、国の社会保険や郵便貯金、

自動車登録な どのファイルが電算化 され、地方公

共団体では住民登録を中心とす る個人別の行政情

報 システムを導入 している。

民間では、電力、ガス、電話、金融等の顧客管

理情報や企業の従業員、株主関係、学校、病院等

について在来の個人情報の電算化が進んでいる。

一方経済成長の減速化、個人消費の多様化を背景

として、新たにダイレクト・マーケテ ィングやク

レジット、消費者ローンなど、特定個人を対象と

する販売や与信が増加 し、これに伴 う個人情報の

集積 ・利用が急激に拡大 した。

以上のようなコンピュータ処理による個人情報

の集積 ・利用は、種々の利便をもた らす反面、情

報主体である本人の利益の侵害 される危険を増大

させている。即 ち、

① 誤 った情報や古い情報が記録 されていると、

その影響が迅速 ・広範に及ぶため、本人が多大の

迷惑や損害 を受けるおそれがある。架空取引に名

義が使われた り、商品授受に トラブルがある場合

にも、代金決済が自動処理 される結果、故なく本

人がブラックリストに乗せられるとい う事例 も生一 一



じている。

② 特定個人をキーワー ドとして情報を抽出す る

ことが容易であるため、その気になれば個人に関

するかな り詳細な情報を集めることも可能である。

そこで例 えば本人の利害関係者等で本人の信用を

失わせようとす る者や、恐喝 しようとするものに

よって悪用 され る危険が生 じている。

③ 個人情報の外部提供や、開示、漏示が安易に

行われると、上記のような悪用の危険を生ずるほ

か、悪用 とまではいえな くて も、本人の予期しな

い目的に個人情報が使われ、本人に不快感を与 え

ることが少なくない。心当 りのない先か ら、欲し

くない商品のDMや 電話セールスが頻繁に舞い込

むというようなケースである。

以上のような問題に対処す るため、個人情報保

護を目的 とする何 らかのルールを作成す る必要性

が意織 されるようになった。

公的部門では、地方公共団体の保有する個人情

報の保護 について400近 い市町で条例の制定が行

われている。 また国の保有する個人情報について

は、臨調答申、行革大綱を受けて、政府は今年の

4月 末に法案を国会に提出した。この法案 は国会

の会期終了後 も継続審議 となっている。

民間部門で保有 される個人情報の保護について

も、行革大綱 で、関係省庁において連絡調整 を図

りつつ検討を進めることとされてお り、信用情報

について は昭和61年 に通産 ・大蔵両省か ら行政

通達が出 されている。 また個別業界の自主規制 と

しては、62年 に(財)金 融情報 システムセンタ

ーが金融、証券、保険等の業界で保有する個人情

報の保護のための取扱指針を発表 している。

このよ うな背景の下 に、JIPDECの 前記研究委

員会は、民間部門全般 における個人情報保護のあ

り方について検討を行った。

まず61年11月 を調査時点 として、個人情報の

集積 に関 して、①個人プライバシーとの関連でど

のような問題意識を持 っているか、②問題を防止

す るため何 らかのルール作 りを必要と考えるかと

いう2点 を中心 として、消費者(通 産省消費生活

モニター)と 個人情報のユーザー企業を対象とし

て意識調査を行 った。これによると個人情報の集

積 ・利用について関心や問題意識を持 っている者

は回答者の8割 ないし9割 に達 してお り、問題意

識の内容 としては 「本人の知 らないうちに個人情

報が集積 ・利用 されること」及 び 「個人情報が収

集企業の外部に流れ悪用 されるおそれがあること」

を挙げる者が最 も多い(回 答書の5割 ない し6割)。

そして消費者の約6割 、ユーザー企業の約8割 が

何 らかのルール作 りが必要であると答 えている。

ルールの作成 は、ユーザー企業にとって制約 を意

味することは否定できないが、上記の調査結果は、

今後個人情報の円滑な利用を進めるうえで、何 ら

かのルールを作ることが必要であるという意識が

特に企業側に強いことを示 していると考えられる。

以上の状況 を背景 として、当研究委員会は、各

企業における自主規制の一般的なモデルとなるよ

うなガイ ドラインの作成に着手 した。自主規制の

形でルール化す る方向を選んだのは、法律 とちが

って強制力はないが、個々の業界の実態に即 して、

よ り具体性のあるルール作 りが期待 され、また上

記の調査から明 らかなように、ユーザーである企

業自身にルールを必要祝する意識がかなり強いた

めであった。

3.ガ イ ドラ イ ンの 内容 等

ガイ ドラインの内容 を要約す ると次のとお りで

ある。一



(1)こ のガイドラインは、コンビ。ユータ等によっ

て自動処理 される個人情報 を対象 とする。自動処

理の場合は,マ ニュアル処理の場合に比べて、個

人のプライバシーの侵害 される危険が格段に大 き

いか らである。

(2)情 報主体(本 人)の プライバシー保護のため、

本人が自己の情報 をコン トロールすることを可能

としている。それは次の原則に表われている。

(2.1)企 業等 が個人情報を収集す る場合は、目

的を明確にし、その目的を何 らかの形で本人が了

解 していることが必要である。個人情報が外部提

供の形で流通する場合 も、最初に本人が了解 した

目的の範囲で流通 させることが必要である。また

目的の範囲をこえて外部提供する場合は、それに

ついて本人の了解を要する。

(2.2)本 人は企業等に対 して、随時 自己の情報

の開示を求め、誤 りがあった り古 くなった情報の

訂正 ・削除を求めることがで きる。また企業等が

自己の情報を利用 し、あるいは外部に提供するこ

とを、契約関係や社会通念により適切でない場合

を除 き、拒否することがで きる。

(3)企業等は、個人情報 を利用 目的に応 じ必要な範

囲で、正確 ・最新の状態で管理するものとし、個

人情報に対する不正な漏示や探知、あるいはその

紛失、破壊、改 ざん等の危険 について、合理的な

セキュリティ対策 を講 じなければならない。

ガイドラインの実施に当っては、種 々の問題が

あり得 ると思われるが、 ここでは次の2点 を指摘

す ることとしたい。

第1は 、個人情報を利用する営業活動の自由、

とりわけ個人情報の流通 と個人 プライバシーの保

護 をどのように調和 させ るか ということである。

このガイ ドラインは個人情報の流通 を抑制 しよう

という意図 は持 っていない。むしろこのガイ ドラ

インは、将来個人情報の多角的利用や流通が一層

活発化することを予想 しなが ら、個人情報が本人

の予期 しない目的に悪用 されること、またそのよ

うな危険を含む不特定の目的で個人情報が流通す

ることを問題視してお り、その危険防止の安全弁

として、利用目的の明確化 と、本人による自己情

報の開示請求や利用 ・提供拒否の原則を掲げてい

る。

第2は 、このガイ ドラインの趣旨に沿 う自主規

制が、いかにして実行 されるかということである。

具体的な自主規制は、個別企業単位で実施するこ

とも可能であるが、特 に本人による自己情報の開

示 ・訂正、利用拒否等の原則 を円滑に実施するに

は、多数の企業が連携 して共同の処理 をすること

が必要である。例 えば業界団体等で共同の窓口を

作 り、そ こへ行けば、 どの企業がどのようなファ

イルを保有 しているかがわかるようにし、あるい

は多数企業に散在す る自己情報の開示 ・訂正、利

用拒否を一括 して取扱い、 トラブルを生 じた場合

の調整を行 うというような措置が必要 となろう。

以上に挙げた2点 についてみて も、法律による

他律的な強制に代 えて、ガイ ドラインの趣旨を活

か した自主規制 を実現す るには、個々のユーザー

企業やそれ らの団体による責任ある努力が必要で

ある。そのようなプロセスにおいて、ガイ ドライ

ンないし業界の自主ルールを無視するユーザーの

現れることも予想 されるが、消費者の選択や世論

の批判等によって、そのような行動がおのずから

淘汰 され、個人情報の利用に際 し個人 プライバシ

ーに留意 した営業慣行の形成 され ることが期待 さ

れる。一



自然言語のコンピュータ解析用辞書
.`

に関する調査研究

背景と目的

我が国の産業を取 り巻 く国際経済環境の複雑化

に伴い、海外の経済 ・産業 ・技術の動向を迅速か

つ正確に把握 し、同時に国内情報を海外に提供す

る必要性が高まっている。一方、国際規模での情

報化の進展によ り、国内外の新聞文献な ど自然言

語を中心 とした情報がネットワークを介 して即時

に入手可能な状況である。 このような内外の自然

言語による文章情報の蓄積 ・検索利用等の需要が

増大す る中で、自然言語を対象 としたコンピュー

タによる解析を正確に行 うニーズが高ま り、解析

に用いる辞書の重要性がクローズアップされて き

た。

しか しながら、自然言語応用システム(機 械翻

訳、データベース検索、質問応答など)は 各機関

で研究開発が進められているものの、解析に用い

る辞書は諸機関における解析手法、解析 レベル等

の違いによ り各々異なってお り、システム間の相

互利用は不可能な状況にあり、又、個々の辞書の

開発維持負担 は甚大な もの となっている。

このため、本事業では、昭和60年 度より3ケ 年

計画で コンピュータ解析用辞書のシステム間相互

利用を可能 とすることを目的に、辞書体系の整備、

効率 的な辞書作成、維持体制等について調査研究

を行 うこととした。

実施経過

昭和60年 度 は、諸機関におけるコンピュー タ

解析用辞書について海外 も含めた先進事例調査を

行い、辞書の相互利用 を可能 とするための辞書項

目の共通性、辞書全体構成、品詞分類 ・意味分類

等の体系について検討 した。

昭和61年 度は、機械翻訳システムを例 とした

辞書にっいて内外の調査を行い、ユーザーの立場

か ら辞書更新機能等の検討 を実施 し、コンピュー

タ解析用 辞書整備 のための基本構 想 として、

LDB(LexicalDatabase)の 概念を提示 した。

最終年度 に当たる本年度は、LDBの 概念を一層

明確化 しLDBの あるべ き姿(ビ ジョン)に つい

て調査研究す るとともに、LDBの 概念記述 の一

つ として、百科辞典的な情報を取 り込んだ知識ベ

ースの半自動的作成実験 を行い、作成手法の基礎

技術の検証を実施した。

なお、調査研究全期間にわたって、当協会役職

員及び外部有識者か らなる 「自然言語解析用辞書

調査委員会」(委 員長:渕 一博(財)新 世代 コン

ピュータ技術開発機構 ・研究所長)お よび 「同 ・

専門委員会」(主 査:〔 前半〕石川徹也図書館情

報大学助教授、〔後半〕横井俊夫(株)日 本電子

化辞書研究所 ・研究所長)を 設置 し、これを推進

した。一



一
調査研究の成果

(1)LDBと は?コ ン ピ ュー タ処 理 用 辞 書 と し

て は 、冊 子体 辞 書 を コ ン ピ ュー タで 読 め る形 に

変 換 し た機 械 可 読 辞 書(MRD:Machine-rea-

dableDictionary)や 、 初 め か ら 自然 言 語 の コ

ン ピ ュー タ処 理 用 を意 図 した 電 子 化 辞 書(ED

:ElectronicDictionary)が あ る。LDBは 、

MRDの 欠 点 の 克 服 、 各 種EDの 統 合 的 デ ー タベ

ー ス化 を 図 る もの と して 求 め られ て い る もの で

あ り、 「語 彙 に 関 す るあ らゆ る言 語 学 的 知 識 や

世 界知 識 ま で を貯 え る大 規 模 な デ ー タ ベ ー ス」

で あ る。LDBに 望 まれ る 資 質 と して は 、① 標

準的データベース、②一元的な管理形態、③応

用辞書の作成が容易、④機械用のもの も人間の

もの も高品質の辞書が作れる、⑤豊富な言語情

報を有する、⑥広い応用分野を有する、等が考

えられる。

(2)LDBの 記述項 目－LDBに 記述 されるべ き項

目を検討するために、既存の冊子体辞書の記述

項 目を調査 した。対象 とした辞書は、国語辞典

(日本語10種 、英語6種)、 対訳辞典(7種)、

特殊辞典(19種)、 便覧類(6種)で ある。 こ

の調査を踏 まえて、LDB記 述項 目の試案 を作

成 したが、その構成を下図に示す。

(3)実験 ・コンピュータによるLDBの 自動作成

や作成支援へ向けて、知識 ベース作成手法に関

す る基礎技術の検証実験 を行 った。実験 は、

「通商貿易に係わる商品に関す る知識」を対象
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として、次の3段 階で実施した。

第1段 階……①各知識を記述するのに必要な基本

ア トリビュー トの決定

②記述文の構成について、その形式

を検討

③以上に従って、各知識を自然言語

(制限日本語)で 記述

第2段 階……①記述文の意味を表現するための、

意味ネッ トワーク的中間言語表現を

定める。

② 自然言語による記述 を中間言語表

現 に変換する。

③中間言語表現 を形式的記述に変換

する。

第3段 階……形式的記述(知 識ベース)を 基にし

て、 さまざまな角度から情報を抽出

する。

実験の結果、利用面か らみた問題点 として、①

対象知識 と百科事典的な知識の分類体系の違い、

②原文の記述能力、が挙げ られ、今後の課題 と

して、特 に③常識的知識の記述、が指摘 された。

① は、LDBか ら応用 システムで使用 される

知識ベースを作成する際に分類を再構成する機

能を用意す ることにより解決 され、②は、現状

では知識源(百 科事典など)か ら自然言語記述

(ア トリビュー トを付与 し制限日本語で記述 し

たもの)を 作成する際に人間が知識 を再整理す

るという作業が必要になろ う。③については、

各記述間の変換で常識的な知識を必要 とす る部

分があるが、 これらの常識の記述手法の確立 と、

各知識の隙間を埋める意味で も常識的知識が必

要 とされる。

(4)関連調査一 上記調査実験 と平行 して、LDB

の 内 外動 向 、 言 語 学 研 究 や応 用 シ ス テ ムの 開 発

利 用 面 か らの 期 待 、 制 限 日本 語 、 辞 書 の 語 釈 文

か らの知 識 表 現 の抽 出 法 な どに つ い て検 討 し た。

特 に 、 内 外 動 向 で は 、EURODICAUTOM、 ウ

ォー ター ル ー大 学 、 ホ ー トン ミプ リ ン出 版 社 、

オ ッ ク ス フ ォ ー ド大 学 出 版 局 、 ピ サ 大 学 で の

LDB構 想 に 触 れ 、 大 プ ロ ジ ェ ク ト と し て 、 日

本 電 子 化 辞 書 研 究 所 、米 国MCCのCYCプ ロ ジ

ェ ク トの サ ー ベ イ に よ り、LDB開 発 が 世 界 的

趨 勢 で あ る こ と が認 識 され た 。

LDBの 波及効果

まず、コンピュータを用いた自然言語処理技術

の一層の発展に、情報基盤 として貢献する。次に、

LDBの 整備 によ り、印刷出版業界に大 いな る発

展の機会を提供す るのみならず、他の産業界や教

育界の情報化促進に貢献する。

我が国は、日本語 とい う少数派でコンピュータ

処理上困難が伴 う国語 を克服す る中で、自然言語

処理技術の飛躍的進歩 を成 し遂げて来たが、さら

に、LDBを 構築することにより、共通の情報基

盤を提供 し、国際社会に貢献することが望まれて

いる。

そ して、LDB構 想の実現 を図 るため、基本的

な語に関する部分は既に動いている各種 プロジェ

ク トの成果 を集約する方向で考え、専門的な語 に

関 しては新 たにプロジェクトを発足 させて、産業

界あるいは各種専門分野における用語の使われ方

や概念の違い等 を明確にし、今後本格的に取 り組

む必要がある。一̀



情報処理技術者の適性検査

に関する調査研究について

●一一一－e1.調 査の目tw

情報処理の適用分野は多様化 と専門化 という最

近の環境条件の変化を背景に情報処理技術者の適

性問題は今後益々重要性が増大するもの と考えら

れる。

事実、情報処理要員は、その役割を果 たす為に、

しかるべき知識の獲得 と経験 を積まねばな らない

が、それ以前にある種の適性が存在す ると考 えら

れてお り、実際企業内教育を実施 して も、その能

力に数倍の差が出るという観察 もある。

今回、情報サービス産業協会(JISA)の 正会

員404社 の人事教育担当者を対象に、①情報処理

関連企業に於ける情報処理技術者の人材確保ルー

ト、②適性検査実施の実態、③情報処理技術者に

要求 される資質 ・能力、についてアンケー ト調査

を実施 し、115社(28.5%)か ら回答が得 られた

ので、この範囲について簡単にその結果を紹介す

る。

一 一◆2.調 査結果 ◆●●◆◆●◆

2.1人 材確保ルー ト

情報処理技術者の人材を企業はどの様なルー ト

で確保 しているかを、①新規採用(新 卒者)、 ②

中途採用、③職種転換、について見ると、次の様

になっている。

①新規採用

昨年度のアプリケーション ・エンジニア(AE)

の採用の中で新卒者が占める比率を横軸 に示 し、

各比率毎にそれを指摘 した企業の割合を縦軸に示

して見ると、AEを 新卒者の養成で賄おうとして

いない企業は18%で ある一方、AEの 供給源 を新

卒者 に60%以 上 たよっている企業は70%弱 であ

り、情報処理技術者の大幅な不足が叫ばれている

に も係わ らず、新卒者が未だ多 くの企業でAEの

有力な人材源となっている。
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②中途採用

昨年度のAEの 採用の内、中途採用 について見

ると、中途採用 を全 く行 っていない企業 は40%

で残 りの60%は 中途採用を実施 してはいるが、

その割合 は1～19%に 集中 してお り、新卒者 と

反対に補助的手段 として、用い られている事が分

かる。
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③職種転換

AEの 人材供給源 を社内の職種転換について見

ると、職種転換ルー トとして全 く用いていなかっ

た企業 は57%と 中途採用ルー トと比べ更 に多い

一方、職種転換 だけをAEの 供給源 とした企業は

11%と なってお り、中途採用と比べ多い。

2.2適 性検査実施の実態

①新規採用の手掛 り

新規採用選抜の手掛 りについて、各企業の5位

迄にあがった項 目を合計 して、各項日毎に指摘す

る企業の割合で見ると、更 も多くの企業が手掛 り

として用いているのは面接 で92%、 次 いで適性

検査が76%、 学業成績が48%な どとなってお り、

殆んどの企業で適性検査を実施している事が分かる。

②中途採用の手掛 り

外部から人材を採用する中途採用に於ける選抜

の手掛 りについては、学業成績の代 りに経験を加

え、情報処理関連職種か らの転職 と情報処理関連

職種以外か らの転職の場合 とに分けて調査 した。

最 も多 くの企業が手掛 りとしているのは、情報

処理関連職種の場合、面接で87%、 次いで経験

が85%、 年齢が65%な どとな ってお り、経験 を

重視 している事が分 かる。
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一方、情報処理以外からの場合は、全ての企業

で面接 を行 ってお り、次いで年齢が96%、 適性

検査が67%な どとなっている。

③職種転換の手掛 り

内部の人材か ら職種転換 によってAEを 採用す

る場合の調査項 目として、本人の実績、本人の希

望、上司の推薦、性格テス ト、職業興味検査を加

え、情報処理関連職種 とそれ以外に分 けて見たが、
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職種転換の手掛 り

ど ち ら も本 人 の実 績 、上 司 の 推 薦 、 本 人 の希 望 を

手 掛 りとす る企 業 が 多 く、 性 格 テ ス トや職 業 興 味

検 査 を手 掛 りとす る企 業 は1社 もなか った 。 ま た

適 性 検 査 を 用 い て い る 企 業 も10%に 過 ぎな か っ

た。

④ 適 性 検 査 の 種 類

適 性 検 査 の 種 類 をAE及 び プ ロ ダ ク シ ョ ン ・エ

ン ジ ニ ア(PE)と で 比 較 し て 見 る と 、AEで は

IBM式 が37%で 最 も多 く、 次 い で リ ク ル ー ト適

性 検 査(SPI)が35%、 自社 開 発 が26%な ど と な

って い た 。

ま た 、PEに つ い て も、 や は りIBM式 が38%で

最 も多 く、 次 い で リ ク ル ー ト適 性 検 査 が33%、

自社 開 発 が22%な ど とな っ て い た 。

な お 、AEに 関 す る適 性 検 査 を規 模 別 に 見 る と、

大 規 模 の 企 業 で は50%の 企 業 が 自 社 開 発 を し て

お り、 更 に これ を業 態 別 に 見 る と 、回 答 の あ っ た

メ ー カ ー 全 て が適 性 検 査 を 自社 開 発 して い た。
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2.3情 報 処 理 技 術 者 に要 求 され る 資 質 ・能 力

情 報 処 理 技 術 者 に不 可 欠 な 資質 ・能 力 に つ い て

見 る と、AEに 関 して は問 題 分 析 力(53%)、 責 任

感(32%)、 分 析 力(30%)、 折 衝 力(23%)、 対

人 理 解 力(20%)、 状 況 理 解 力(20%)な ど とな

って い る 。

ま た 、PEに つ い て 見 る と、 問 題 分 析 力(44%)、

文 章 理 解 力(37%)、 責 任 感(33%)、 分 析 力

(25%)、 状 況 理 解 力(12%)の 順 で あ り、 こ こ一
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要求 され る資質 ・能 力 AE PE 要求 され る資質 ・能 力 AE PE 要求 され る資質 ・能 力 AE PE

①対機械能力 ②対人能力 ③業務処理能力

文章等理解力 17% 37% 対人理解力 20% 9% 企 画 ・組 織 力 10% 7%

機械操作力 3 17 状況理解力 20 22 問題分析力 53 44

記号操作力 2 10 伝達力 10 7 情報収集力 5 2

分析力 30 25 指導力 7 11 決断 ・実 行 力 17 7

イ メー ジ操作 力 3 9 説得力 13 2 評価力 4 3

創造力 15 10 折衝力 23 3 責任感 32 33

個個判断力 13 11 協調力 8 10

イ メ ー ジ表 現 力 10 7 独自性 1 1

か ら も分 か る様 に 、 い くつ か の 資 質 ・能 力 はAE、

PEの 別 を 問 わ ず 、 そ の 欠 如 は 致 命 的 で あ る と認

識 され て い る。

3.結 論

①人材確保ルー トとその選抜方法

調査の結果、新規採用が最 も広 く多くの企業で

人材確保の方法になっていた。また、その採用に

当っては80%近 くの企業が適性検査 を用 いてい

る。

②適性検査実施の実態

適性検査を有効 と回答 してい る企業は2/3程

度で、その方法はIBM式 、 リクルー ト式が70%

以上 を占めていた。また、AE、PE間 では、別の

適性検査は用いていない様であり、習慣的に一応

定評のある適性検査を用いている様である。

③情報処理技術者に要求 される資質 とその改善可

能性

PEと の対比では、AEの 業務遂行に不可欠な資

質 ・能力は 「折衝力」 と 「対人理解力」であった。

また、AE、PEに 共通に求め られている資質 ・能

力 は 「問題分析力」、「責任感」、「分析力」、「状

況理解力」であった。

資質 ・能力の改善の可能性については、相対的

に対人能力は改善がよ り困難で対機械能力は改善

が容易だという傾向が回答か ら判明 した。

なお、現在実施 されている適性検査は、対機械

能力の測定 を主 としたものが多いが、むしろ教育、

訓練による改善が比較的難 しい対人能力、業務処

理能力を診断する検査がむしろ必要である事が明

らか となった。



海外 の情 報産 業 の動 向

情報産業界の動向
ア メ リカIBMの1987年 度 の 業 績 は 、 売 上 高 は

542億1,700万 ドル で 前 年 比5.9%増 、純 利 益 は52

億5,800万 ドル で 同9.7%増 と な っ た 。 同 社 の 業

績 は 、1985年 か ら急 速 に 悪 化 し始 め 、1986年 の

売 上 高 は500億 ドル を 下 回 る状 態 に ま で 落 ち込 ん

だ が 、16,200人 に の ぼ る 人 員 削 減 、 組 織 改 革 、

経 費 節 約 、 ドル 安 等 に よ り業 績 を 回 復 させ る こ と

が で きた。 さ らに 、新 規 事 業 の 開拓 と と もに 同 社

の 業績 回 復 の一 つ の要 因 に な っ て い るの は ソ フ ト

ウ エ ア開 発 部 門 の 増 強 で あ る。 ソ フ トウエ ア の売

上 に 占 め る割 合 は 、1985年 は8%、1987年 は12

%と 着 実 に伸 び て い る。 同社 の ソ フ トウエ アの 成

長 率 は 今 後 数 年 間35%増 で進 む と予 測 して い る。

政策 ・制度

イ ギ リス政 府 は 、 日本 の 第5世 代 コ ン ピ ュ ー タ

・プ ロ ジ ェ ク トに 触 発 され 、5年 前 にAlvey計 画

を 開 始 した が 、1988年 の 期 間 満 了 を機 に終 了 さ

せ 、 以 後 計 画 の 継 続 は しな い こ とに 決 定 した 。 現

在 、政 府 は業 界 へ の 補 助 金 の 大 幅 な 見 直 しを 行 っ

て お り、 共 同研 究 に資 金 を 回 す 一 方 、 研 究 開 発 費

は 自己 負 担 す るよ う企 業 に求 め て い る。

これ は 、 産 業 界 に は干 渉 し な い とい うサ ッチ ャ

ー政権の方針の表れである。貿易産業省は、技術

革新、特に製品開発に近い部分は産業界の負担で

行 うべ きであ り、政府の責任ではないことを強調

している。

しかしながら、イギリス企業の研究開発費の対

GDP(国 内総生産)比 率が他の国々よ りも低い

ことは、政府の頭痛の種である。

ネじ1トワーキジグ

現 在 、通 信 技 術 は ま す ます 複 雑 化 して お り、 新

しい タ イ プ の ネ ッ トワ ー ク を管 理 で きる要 員 の 確

保 が大 きな 問題 と な っ て きた。 今 や 自企 業 に雇 い

た い と思 うよ うな 経 験 豊 富 な通 信 技 術 者 が全 く余

っ て い な い状 況 で あ る。

急 速 に進 歩 す る技 術 が熟 練 技 術 者 の 不 足 を生 み

出 し、 シス テ ム 開 発 等 を遅 らせ る原 因 と な る ケ ー

ス も生 じて い る 。Westinghous-Electric社 で は 、

1983年 に 新 しい タ イ プの ネ ッ トワ ー ク構 築 を開

始 した が 、 通 信 に 関 す る熟 練 技 術 者 の不 足 の た め 、

現 在 もま だ 完 成 して い な い状 況 で あ る。 そ の た め

同 社 で は、 独 自 に通 信 部 隊 を 育 成 す る方 針 に 変 更

した 。 大 学 の電 気 工 学 系 出 身 者 を雇 い 、 外 部 セ ミ

ナ ー や 内 部 講 習 に よ る教 育 に2年 間 か け 、 給 料 と

合 せ て1人 当 り通 常 の 倍 以 上 に 相 当 す る8万 ～

10万 ドル を投 入 して い る。

AmericanSocietyofTrainingandDevelop-

ment(ASTD)の 計 算 に よ る と 、 通 信 企 業 は 職

員 育 成 の た め 年 に10.2億 ドル を 投 入 して い る 。

一 方 ユ ー ザ企 業 で は 、InternationalCommunica-

tionsAssociation(ICA)が 行 っ た1986年 の 調 査

に よ れ ば 、108の 回答 企 業 で 総 額32億 ドル を通 信

の た め の教 育 に 注 ぎ込 ん で い る。



海外 ニュ ー ス

ソフトウェア

ソ ビエ トの グ ラス ノ ス チ政 策 の 一 環 と して 、 パ

ソ コ ン と ソ フ トウ ェ ア に関 す る米 ソ共 同会 社 の設

立 許 可 が お りよ う と して い る。

ソ連 は 、 国 内 で 開 発 したPC用 ソ フ トウ ェ ア販

売 拡 大 の た め に、CMS(CaliforniaMicroelec-

tronicSystem)社 と契 約 を し た 。 こ の 契 約 の一一

環 と してCMS社 は 、 ソ ビエ ト工 業 界 、 教 育 機 関

向 け にPCク ロー ン を製 造 し、販 売 す る 。

☆1'鴻.

ソ ビ エ ト側 は窓 口 と して モ ス ク ワ にElorgsoft

Internationalを 設 置 す る 。 初 め は ア プ リケ ー シ ョ

ン開 発 の た め に3,000機 の ク ロ ー ン ・マ シ ン が 、

限 定 的 に ソ ビエ トプ ロ グ ラ マへ 供 給 され る。 ま た 、

ソ ビエ ト科 学 ア カ デ ミー もソ フ トウ ェア を製 作 す

る機 関 の 一 つ で あ り、CMS社 を 通 じ、 手持 ちの

ア プ リケ ー シ ョン シ ス テ ム を販 売 す る 予定 で あ る。

Al
フ ォ ン ノ イ マ ン型 コ ン ピ ュー タ を超 え る コ ン ヒ。

ユ 一 夕 と して 、 現 在 、 ニ ュー ラ ル コ ン ピ ュ ー タ

(1つ の電 子 部 品 を1つ の 細 胞 の よ うに考 えた コ

ン ピ ュ ー タ)の 開 発 が盛 ん に 行 われ て い る(現 在

ア メ リカ で175社 以上)。

既 に い くつ か の 研 究 で は 、 第6世 代 コ ン ピ ュー

タ が議 論 され 、環 境 と の調 和 が 強 調 され て い る。

こ れ は 、 学 習 を 含 み 、分 子 レベ ルの 認 識 、 情 報 の

変 換 、 自己 組 織 化 な どが課 題 と な っ て い る。 こ の

よ うな 分 子 レベ ル の 学 習 は 、 生 体 が行 う 自己 回 復 、

ホ メ オ ス タ シ ス(生 物 学:体 内 の安 定 を保 と う と

㌶ 三バ1・×,べ ら、∴,、 『。].t.'・

イ ギ リ ス のSERC(Science&Engineering

ResearchCouncil:科 学 技 術 研 究 協 議 会)は 、

超 電 導 に お け る イギ リス最 初 の 大 学 研 究 セ ン ター

と して 、 ケ ン ブ リ ッ ジ大 学 を 選 定 した 。 これ に よ

り、 同 大 学 は、 超 電 導 研 究 の た めの 援 助 金 と して

この 先6年 間 に お い て 総 額975万 ドル を受 け 取 る

こ と に な る 。 そ の後 の 研 究 成 果 次 第 で援 助 期 間 の

延 長 もあ り得 る。

す る傾 向)な どが 機 械 化 され る こ と に よ り達 成 さ

れ る。

ニ ュ ー ラ ル コ ン ピ ュー タ開 発 で は 、 電 子 シ ス テ

ム に よ る生 物 学 的 な 問 題 解 決 を行 う こ と を重 要 な

テ ー マ と し 、概 念 的 な課 題 と し て ニ ュー ラル ネ ッ

トワー ク に よ る情 報 シ ス テ ム、 一般 ア ル ゴ リズ ム

と呼 ば れ る生 来 の知 的 活 動 、 形 態 学 的 な ニ ュー ラ

ル な要 素 の 形 式 と構 造 の モ デ ル 化 な どが あ る。 こ

れ らは 、 ス タ ー ウ オー ズ の よ う な 巨大 か つ 複 雑 な

問 題 に は必 要 な 事 項 で あ る。

教育 測 線
・・パ ㎡ ∴ ・、1,、 ミし:・ ㌔

ふ

このセンターに選ばれるために、イギ リスの大

学の間では激 しい競争があったが、超電導研究で

功績を持つ世界的な科学者が集まるチームの質 と

経験が考慮 されて、最終的にケンブリッジ大学が

選ばれた。

SERCは 、イギ リスの教育機関の中で も科学 と

エンジニアリング研究や、大学研究員教育のため

に資金を提供 している。一



コンピュー タユ ーザ ーは

5年 前 の予想 を超 えたか?

一'82～'87コ ンピュ 坑口タ利 用 状況/オ ン ライ ン化 調 査結 果 よ り一

当 協会 で 毎 年 行 って い る 「コ ン ピ ュー タ利 用 状

況/オ ン ラ イ ン化 調 査 」 は 、 前 年 度(87年 度)調

査 で 第20回 目 を 迎 え た 。 本 調 査 の 概 要 に つ い て

は 、 前 号(No.68)で す で に述 べ て あ る の で省 略

し、 こ こ で は 、 調 査 結 果 の 中 で コ ン ピ ュー タユ ー

ザ ー が5年 後 を 予想 す る部 分 に つ い て 、5年 前 の

調 査 デ ー タ と比 較 して 解 説 して み た い 。

5年 前 、 す な わ ち1982年 は ど うい う年 で あ っ

たか 、 こ こ で ち ょ っ とふ りか え る と、

◇汎 用 コ ン ピ ュー タ設 置 台 数11万 台 を超 え た。

◇ ワー プ ロ専 用 機 が 百 万 円 台 を切 っ て 発 売 され

た 。

◇"持 ち帰 り弁 当"、"シ ス テ ム キ ッチ ン"人 気 。

◇"気 く ば り"が 流 行 語 とな っ た。

◇1ド ル250円

… …etc .で コ ン ヒ.ユ一 夕サ イ ドか らみ れ ば 本 格 的

にOA時 代 に 突 入 した 頃 で あ った と感 じ られ る。

〔そ の1〕

コ ン ピ ュ ー タ経 費 は 人件 費 の 減 少 、 外 注 費 の

増 加 が 特 徴 。 ・'彊 一1)

5年 前 と比 べ て:

コ ン ピ ュー タ部 門 運 用 経 費 に 占 め る人 件 費 の 割

合 は'82年 度 、26.3%で あ っ た が 、'87年 度 、

21.8%に 下 り、 反 対 に 外 注 費 の 割 合 は'82年 度 、

13%が 、'87年 度 、17.6%に 上 昇 して い る。

"機 械 設 備 費"コ ン ピ
ュー タ シ ス テ ムの 「規 模 」

と して 捉 え る と、

1社 当 り機 械 設 備 費=28,067千 円(87年 度)/

18,766千 円(82年 度)=1.50(倍)

とな り、'87年 度 に 予 想 し た5年 後 の シ ス テ ム

規 模 、1.87倍 を下 廻 っ て い る。

[翻:1;鑛〕 口 人件費

囲 機械設備費

園 消耗品費

皿 外注費

國 その他

コンピュータ部門運 用経 費総計

全産業平均40,327千 円/月(82年 度)

58、609千 円/月(87年 度)

図一1コ ンピュータ部門月間運用経費の費目構成一
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図一2コ ンピュータ部門要員構成の推移
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図一3職 種別,要 員の平均給与の推移

〔そ の2〕

グ ラ マ 、

(箇 一2)

5年 前 と比 べ て:

コ ン ピ ュー タ部 門要 員 の 中 で特 に プ ロ グ ラマ 、

SEの 割 合 が'82年 度 に そ れ ぞ れ34.4%、19.3%で

あった もの が'87年 度 に は38.6%、21.5%と 増 加 し

て い る。 ま た コ ン ピ ュー タ部 門 要 員 の総 計 は 、1

社 当 り'82年 度 は33.1人 で あ っ た もの が'87年 度 は

40.4人 に増 加 して い る。

こ の 間 の 伸 び は1.22倍 で 、 前 述 の"シ ス テ ム規

模"の 伸 び(1.50倍)に 比 べ 抑 え気 味 で あ る。

〔そ の3〕

要 員 の 給 与 の伸 び は5庄 が最 も 大 き い 。〈図 一3)

5年 前 に比 べ て:

コ ン ピ ュ ー タ部 門 要 員 の 平 均 給 与 の 伸 び はSE

が'82年 度23万3,400円 で あ っ た もの が'87年 度 に は

27万7,200円 で5年 間 で18.7%伸 び た こ とにな る。

プ ロ グ ラ マ 、 オペ レー タ 、 パ ン チ ャー は16%以 下一



(事故 ・障害項 目)o

ハ ー ドウエア

障 害

ソフ トウェア

障 害

空調故障

電源故障

回線故障

配線破 損

漏 水,自 然水害,

火 災,煙 害,地 震

による事 故・障害

人の過失によ

る事 故 ・F草書

人の悪意によ

る事 故 ・障 害

そ の 他

102030405060708090100

ll.II,I

l85.8一70 .0
]58.1一57.8

127.1髪

20.3

口'82年 度
136.3

　 43.3膠'87年 度
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】22.0
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ご,
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比

図一4シ ステム事故 ・障害の年間発生状況の推移

の伸 び率 で あ るが 、 著 しい 差 で は な い 。

〔その4〕

5年 前 に比 べ て:

コ ン ピ ュ ー タ シス テ ム事 故 ・障 害 の 状 況 に つ い

て は'82年 度 の1年 間 で は85%以 上 の ユ ー ザ ーが

ハ ー ド の 故 障 を経 験 して い る が 、'87年 度 で は70

%に 減 少 した 。 こ れ に反 し'82年 度 よ りか な り増

加 した項 目 は電 源 、 回線 故 障 で あ る。 オ ン ラ イ ン

シ ス テ ムの 普 及 の故 で あ ろ うか 。

〔そ の5〕

50万 字未満

26.22000万字

未 満12.17 ,715
.8100万 字

霊 字24・214 .9未 満

1000万 字

未満 ・・僻 駕 字

未満 内円:・82年度

外円:'87年 度

図 一5ト ラ ンザ ク シ ョ ン量 規 模 別
ユ ー ザ ー の 割合



ン

5年 前 に比 べ て:

トラ ンザ ク シ ョン量(一 日平 均 、 トラ ンザ ク シ

ョ ン数 ×字 数)は'82年 度 は1社 当 り、1日 平 均

1,560万 字 で あ った もの が'87年 度 に は 、4,090万 字

とな り、2.62倍 に な っ た 。'82年 度 に お け る5年

後 の 予 測 値 は2.60倍 な の で 、 ほ とん ど一 致 して

い る。

ま た 図 一5で は トラ ン ザ ク シ ョ ン量 の 規 模 別 の

ユ ー ザ ー数 の 割 合 を示 して い るが トラ ン ザ ク シ ョ

ン 量 が 、2千 万 字 以 上 の ユ ー ザ ー は'82年 度 に

14.9%で あ っ た もの が'87年 度 で は25.6%と 大 幅

に増 加 して お り、 反 対 に50万 字 未 満 、100万 字 未

満 、300万 字 未 満 の3ク ラス で は減 少 して い る。

〔そ の6〕

5年 前 に比 べ て:

デ ー タ ベ ー ス(DB)の 中 で 、 文 献 情 報 の 利 用

につ い て は 、'82年 度 に予 測 した5年 後 の 数 値 と

'87年 度 の 利 用 現 況 に ほ とん ど差 は な い が数 値 情

報 、 画 像 映 像 、 音 声 で は 現 況 が'82年 度 に 予 測 し

た数 値 を大 き く下 廻 って い る。 これ か らみ る と、

特 に 映 像 、 音声 情 報 等 新 しい 型 の デ ー タベ ー ス に

は期 待 の か け 過 ぎ?

(デ ー タ ベ ー ス の種 類)0

文
献
情
報

数
値
情
報

科学 ・技術

特 許

産業 ・経済
・社会他

科学 ・技術

産業 ・経済
・社会他

画像情報

映像情報

音声情報

102030405060

,1 .1'

'148.o

一46.・

菱1;:1
46.2

45.1

137.5
蕊17.デ

158.5

-45.、
124.4獺

12.2

霧'3

・':':]12
.0

診4.o

70(%)

社
数
比

匿]'82年 度 におけ
る5年 後の予定275

膠 ・87年度 の現況 328

図一6種 類別データベース利用の予想と現況一



試 験 日 昭 和63年4月17日(日)

合 格 発 表 昭 和63年5月27日 θ

試 験 区 分 第 二 種 情 報 処 理 技 術 者 試 験

試 験 地 全 国30地 区

札 幌 、 盛 岡 、 仙 台 、秋 田 、 水 戸 、宇 都 宮 、 前

橋 、 埼 玉 、千 葉 、 東 京 、 八 王 子 、 横 浜 、 新 潟 、

長 野 、 静 岡 、 名 古 屋 、金 沢 、 福 井 、京 都 、 大

阪 、 神 戸 、 岡 山 、 広 島 、 高 松 、 松 山 、 福 岡 、

熊 本 、 大 分 、 鹿 児 島 、 那 覇

応 募 者 数136,378名(対 前 年 度 比14.9%増 加)

受 験 者 数84,497名(受 験 率62.0%)

合 格 者 数11,248名(合 格 率13.3%)

(内 、女 性 の 合格 者 数1,679名)

平 均 年 齢

応 募 者23.8歳

合 格 者24.5歳

最 年 少 合 格 者

15歳 奥 村 貴 史 さん

(向 日市 在 住 中学3年 生)

最 年 長 合 格 者

66歳 藤 木 生 雄 さん(八 王 子 市 在 住)

累積 応 募 者 数(昭 和44年 か らの全 試 験 区 分 合 計)

2,073,273名

累積 合 格 者 数(昭 和44年 か らの 全 試 験 区 分 合 計)

209,077名

(内 、女 性 の 合 格 者 数26,999名)

試験地別応募者 ・受験者 ・合格者

試 験「地
　

　応募 者 数

　

　受 験 者 数 合 格者 数

札 幌 　
3,439

(28.3)

2,454

(71.4)

295

(12.0)

盛 　 岡 　
768

(*)

545

(71.0)

64

(11.7)

　 仙 　 台 　
3,483

(-9.2)

2,467

(70.8)

222

(9.0)

秋 　 　 田 　
475

(**)

343

(72.2)

43

(12.5)

乏く 斉
2,655

(*)

1,564

(58.9)

209

(13.4)

三=都 窟 　
1,255

(6.6)

863

(68.8)

105

(12.2)

　前 橋 　 1,458

(28.7)

941

(64.5)

100

(10.6)

i京
繍L雫 子.千竃願)

67,031

(12.2)

37,845

(56.5)

5,169

(13.7)

洛 潟
1,385

(19.2)
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(79.1)

205

(18.7)
　

野 　
1,098

(14.7)
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(65.0)

91
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1灘
　 　
/I量

　

/--

/,㍉
　 　

　
ピ　

　藩1反
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(6.0)

1,715

(69.8)

201

(11、7)

9,502

(12.0)

6,490

(68.3)

811

(12.5)

2,104

(-17.5)

1,321

(62.8>

196

(14.8)

537

(*)

380

(70.8)

57

(15.0)

22,488

(7.5)

14,666

(65.2)

2,037

(13.9)
　

　 　 力 　

2,018

(**)

1,414

(70.1)

200

(14.1)

3,320

(-8.4)

2,369

(71.4)

265

(11.2>

畠 　
　

　

高 禄 1,228

(-462)

847

(69.0)

93

(11.0)
　

　 松

　福

777

(**)

529

(68.1)

72

(13.6)

　

5,659

(16.3)

3,690

(65.2)

495

(13.4)

1,103

(ll.5)

724

(65.6>

103

(14.2)
「 熊 　 本 　

　

/大.「 分
679

(-3.3)

508

(74.8)

75

(14.8)

　鹿 　児 農 　
　 　 　

809

(2.5)

565

(69.8)

79

(14.0)

那 「 霧　
650

(36.3)

447

(68.8)

61

(13.6>

■ 合計 　 　 }饗;;!・ r(8㍊ 「
　 11.叙8　

(13.3)

注)応 募者数欄 の下段()内 数字 は対前年 同期増 加率(%)(*は62.秋,

**は63.春 か らの試験地),受 験者数欄の下段()内 数字 は受験率(受

験 者数/応 募 者数:%),合 格者数欄 の下段()内 数字は合格率(合 格

者数/受 験者 数:%),小 数点 第2位 四捨五入
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「世界企 業 と情 報 ・通信 システム」

松下電器産業株式会社

情報企画部長(兼)情 報システムセンター所長 石 原

西 ドィ ッ の ケ ル ン で 、 イ ン ドネ シ アの ス ラバ ヤ

で 、 そ し て ア メ リ カ は テ ネ ジ ー 村 の 田 舎 町 で 、

PANASONICブ ラ ン ド(弊 社 ブ ラ ン ド)の 商 品

は もち ろん の こ と 、 日本 型 の 商 品 を見 つ け て 、 た

だ"MADEINJAPAN"と い う理 由 だ け で心 の

中 で 快 哉 を 叫 び、 そ の 健 闘 を真 面 目 に念 じた の は 、

私 に とっ て 海 外 出 張 が 新 鮮 そ の もの だ っ た 、 ほ ん

の20年 ぐ らい 前 の話 で あ っ た。

それ が 今 で は、 ニ ュ ー ヨ ー クや ハ ン ブル グの 街

角 で"我 が もの 顔"と まで は 言 わ な い ま で も、 シ

ョー ・ウ ィ ン ドー の か な りの ス ペ ー ス を 占 め て い

る 日本 製 商 品 を 見 る と、 当事 者 の 片 割 れ と は い え、

以 前 の よ う に単 純 に 喜 ん で ば か りい られ な い 、 と

い うの が 、 私 の 目下 の 心 境 で あ る。

理 由 は 簡 単 で 、 貿 易 摩 擦 や 通 貨 制 度 、 ひ い て は

世 界 の 自由 主 義 経 済 体 制 の 行 末 に つ い て 少 しば か

り強 い 関 心 を持 た ざ る を えな いか らで あ る。 無 理

もな い 、 そ の波 に 一 番 大 き く翻 弄 され て い る か ら

で あ る。

そ れ で は 、貿 易 問 題 や為 替 問 題 な どの 原 因 は 何

か 、 と問 わ れ れ ば、 い ろ い ろ 指 摘 し う る が 、私 は

発 想 を か えて 、 究 極 的 に は"国 境 が存 在 す る"か

らだ 、 と敢 えて 批 難 を承 知 で 申 し あ げ た い 。

想 えば 企 業 の活 動 範 囲 は広 が っ た もの で あ る。

欧 米 の先 進 大 企 業 に は及 ば な い ま で も、 日本 の大

企 業 も、 現 在 は 、 国 家 とい う枠 を超 えて 世 界 市 場

を相 手 に グ ロー バ ル に活 動 して い る。

そ の結 果 、 以 前 の よ うに 、 国 家 の ロ ジ ッ ク と企

業 の ロ ジ ッ ク とが 常 に一 致 す る の で は な く、現 在

進

で は 、両 者 が 必 ず し も一 致 せ ず 、 時 に は 相 反 す る

こ とす らお こ る よ う に な って い る の で あ る。 そ の

最 た る もの が 、例 え ば 、貿 易摩 擦 問 題 だ と言 えば

言 い 過 ぎだ ろ うか 。 仮 に 今 、 国 家 が な くて 、"地

球 国 家"し か な い と した ら、 貿 易 摩 擦 は こ れ ほ ど

ま で に は っ き り と し た形 で 浮 か び 上 が っ た で あ ろ

うか 。

ご くマ ク ロな 視 点 に 立 て ば、 い ず れ は国 家 の ロ

ジ ッ ク と企 業 の ロ ジ ッ ク と を ア ウ フヘ ー ベ ン(止

揚)す る よ うな 世 界 国 家 機 構 が で きて くる と考 え

られ る が 、 これ は遠 い遠 い 将 来 の こ と で あ り、 今

の と こ ろ は"彼 岸"だ と言 わ ざ る を え な い だ ろ う。

従 っ て 、企 業 は 、地 球 国 家 が成 立 す るま で の 間 、

現 在 の 世 界経 済 の 基 本 的 構 造 を よ くわ き ま えて 最

適 解 を出 しつ つ 企 業 活 動 を展 開 して い か な くて は

な らな い の で あ る 。

確 か に 、 円 高 は輸 出 依 存 度 の 高 い 日本 企 業 に強

烈 な ボ デ ィ ブ ロ ー を 与 え続 け て きた。 しか し逆 に 、

円 高 は、 どの よ うな 名 経 営 者 も及 ば な い鮮 や か な

手 法 で 、 元 々 、 日本 企 業 が 内包 させ て い た 問 題 点

を一 気 に 浮 か び あ が らせ る と同 時 に、 日本 に基 点

をお い た 発 想 だ け で は世 界 企 業 に ま で成 長 し え な

い こ と を示 唆 して くれ た 、 とい う側 面 を持 って い

る。

だ か らこ そ 、 日本 企 業 は 、 こ こ1--2年 競 っ て

企 業 を動 か して い る ビジ ネ ス ・シ ス テ ム を グ ロー

バ ル な 観 点 か ら根 本 的 に見 直 して い る の で あ る。

我 が 社 が、 今春 、 実 施 した メ ー カ ー で あ る電 器

産 業 ㈱ と、 グ ル ー プの 商 社 で あ っ た電 器 貿 易 ㈱ と一



の合 併 も、 そ の 一 環 とい え よ う。

次 に 、 日本 企 業 は どの よ うな ア ク シ ョン ・プ ラ

ンを推 進 す るの で あ ろ うか 。 私 の全 くの 個 人 的 意

見 を述 べ させ て い た だ きた い 。

他 の産 業 分 野 の こ とは い ざ知 らず 、 我 々 が取 扱

っ て い る電 気 機 器 の よ うな 耐 久 消 費財 の メ ー カ ー

は 、最 低 、 次 の2つ の事 は 実 現 させ ね ばな らな い

だ ろ う。

そ の 一 つ は 、進 出 先 の 国 な り地 域(例 え ば 「欧

州 地 域 」 とい っ た もの)な りに完 全 に 融 け込 み 、

そ の 国 や 地 域 か ら喜 ば れ る"イ ン サ イ ダ ー企 業"

に な る こ とで あ る。

も う一 つ は 、 国 や地 域 の 中 で 、商 品 企 画 か ら は

じ ま り、 設 計 ・(現 地)調 達 ・生 産 ・そ して販 売

・サ ー ビス に い た る まで の一 連 の 経 営 活 動 を 自主

つ らか

独立でや りこなせ る実力を 培 わせることである。

とりわけ、国や地域 ごとに生活のパターンや水準

が異な り、そこに住むユーザーの要望が異なる耐

久消費財の分野では、このことは極めて重要なフ

ァクターとなる。

そして、自主独立できる"地 域会社"が 出来あ

がるのにあわせて、本社機構の役割 も、企業経営

の基本指針の策定、共通評価基準の作成、海外会

社の トップ人事、基本財政、技術戦略と基礎研究

開発、および全社的な経営サービス機能などに順

次絞 っていくべきではなかろ うかと思 う。 もちろ

ん、そうなれば、本社機構が日本にあらねばなら

ない必然性はな くなるので、世界市場をもっとも

よく見透せる場所に移転 させることも考えられる。

この よ うな 世 界企 業 に必 須 不 可 欠 の イン フ ラ ス

トラ クチ ャ ー は 、世 界 企 業 に ふ さわ しい 「情 報 シ

ス テ ム」 を構 築 す る こ と で あ る。 世 界 企 業 は コ ン

ヒ。ユ 一 夕 ・シ ス テ ム と通 信 シ ス テ ム を抜 きに して

は 成 り立 た な い の で あ る。

何 故 な ら、 こ の広 い 地 球 の 上 で 、 ス ムー ズ な経

営 活 動 を行 って い くに は 、時 間 距 離 と空 間 距 離 を

克 服 す る手 段 が必 要 だ か らで あ る。

真 に幸 い な こ とに 、 情 報 に は、 超 機 密 の 部 分 を

除 け ば、 国境 もな け れ ば 、 関税 も外 国 為 替 管 理 法

もな い。 情 報 は 、 海 の 向 うか ら、 ま た逆 に、 海 の

向 うへ と、 通 信 衛 星 や 光 ケ ー ブ ル な ど を駆 使 した

世 界 的 な ネ ッ トワ ー クに の って 、 単 な る"電 気 の

流 れ"に な っ て往 き来 で き るの で あ る。

我 々 が 、 松 下 グル ー プ の 総 合 情 報 通 信 シ ス テ ム

"PANA -VAN"を 、 第 一 次 展 開(主 と し て 国 内

網 構 築 一 今 春 完 了 一)に 続 い て 、 第 二 次展 開 を ス

タ ー トさせ 、 情 報 通 信 シ ス テ ムの グ ロー バ ル な一

元 化 に積 極 的 に取 り組 み 始 め た 所 以 も こ こ に あ る

わ け で あ る。

電 気 機 器 の よ うな 耐 久 消 費 財 を扱 う事 業 の コ ツ

は、 世 界 市 場 で あ って も、 ど うや ら 「売 れ る もの

を、 売 れ る と きに 、売 れ る だ け造 っ て売 る」 とい

うこ とに あ る ら しい 。 この 平 凡 だ が 、 エ ッセ ン シ

ャル な コツ を具 現 化 で き る よ うな 、世 界企 業 の神

経 系 統 を構 築 して み た い もの で あ る。

一 ー-



一
〈イベン ト名〉①開催 日②開催場所③主な内容④問合せ先※主催団体の都合で変更する場合があ ります。一
〈サーチ ャーに必要な知識 と実務〉①63/8/25

～8/26② 日本消防会館④紬情報科学技術協会n

03-813-3791一
〈第2回 中 学 生 コ ン ピ ュ ー タ セ ミナ ー 〉 ①63/10

/1～10/31③ 中 学 生,教 員 を 対 象 に コ ン ピ ュ ー

タ と生 活 との か か わ り等 身 近 な 出 来 事 を 中心 に講

演 ④(財)コ ン ピ ュー タ教 育 開 発 セ ン タ ーftO3-

593-1801※ 情 報 化 月 間 行 事

〈国 際 シ ン ポ ジ ウ ム コ ン ピ ュ ー タ ワ ー ル ド'88>

①63/10/4～10/6② 神 戸 国 際 会 議 場 ③ テ ー マ:

人 工 知 能 ・そ の応 用 一 ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェ ー ス

の 向 ヒを 目指 す マ ル チ メ デ ィア知 識 処 理 一 ④(財)

関 西 情 報 セ ン タ ーnO6-346-2841※ 情 報 化 月 間 行

事

〈JISAコ ンベ ン シ ョ ン'88一 国 際 的 情 報 化 時 代 を

迎 え て 一 〉①63/10/4～10/5② 全 日空 ホ テ ル③

講 演,分 科 会 等 ④ ㈱ 情 報 サ ー ビ ス産 業 協 会ttO3-

595-4051

〈第25回 情報科学技術研究集会〉①63/10/11--

10/12② 全共連 ビル③情報科学技術分野における

現在 までの研究成果や実用化の実績などの発表,

討論④ 日本科学技術情報センターnO3-581--6411

〈ソ フ ト ウ エ ア シ ョ ウ'88>①63/10/13～10/15

② サ ン シ ャ イ ン シ テ ィ セ ン タ ー ポ ー ル ③ テ ー マ:

次 代 を 謝 る 。 人 と フ。ロ ダ ク トの コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ

ン ④(財)ソ フ ト ウ エ ア情 報 セ ン タ ーnO3-437-

3071

〈第6回 地 方 公 共 団 体OAフ ェア 〉 ①63/10/18--

10/19② 日本 都 市 セ ン ター③ 地 方 公 共 団 体 向 けOA

機 器 の 展 示,ソ フ トの実 演,オ ン ラ イ ン シス テ ム

の実 演 ④(財)地 方 自治 情 報 セ ン ターeO3-261-

8921

〈JASA第3回 フ ォ ー ラ ム 〉 ①63/10/25② サ ン シ

ャ イ ン シ テ ィ ワ ー ル ドイ ン ポ ー トマ ー ト ビル ③

「マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ クス の 将 来 展 望 」 を テ ー

マ に講 演 会,パ ネ ル デ ィス カ ッ シ ョ ン④ 紬 日本 シ

ス テ ム ハ ウ ス協 会eO3-567-5005

〈マ イ コ ン シ ス テ ム&ツ ー ル フ ェ ア'88>①63/

10/25～10/26② サ ン シ ャイ ン シ テ ィセ ン タ ー ポ

ール ③ マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ応 用 製 品
,半 導 体 製

品,マ イ コ ン開 発 支 援 ツ ール の展 示 会 ④ 齢 日 本 シ

ス テ ム ハ ウ ス協 会nO3-567-5005

〈CADMEXUSA'88/技 術 セ ミナ ー 〉 ①63/10/

25--10/28② サ ン シ ャ イ ン シ テ ィワ ー ル ドイ ン ポ

ー トマ ー ト③ 米 国 製CAD/CAM/CAEシ ス テ ム及

び関 連 周 辺 機 器 の 展 示 。 出展 各 社 に よ る技 術 セ ミ

ナ ー④U.S.ト レ ー ド ・セ ン タ ーnO3-987-2441



一
〈「NICOGRAPH'88」 コ ン ピ ュ ー タ ・グ ラ フ ィ

ッ ク ス総 合 展 〉 ①63/11/7・-11/11② サ ン シ ャイ

ン シ テ ィ/日 経 ホ ー ル④ 日本 経 済 新 聞 社nO3-270

-0251(内3641)

〈INE'88(lnteroperableNetworkingEvent'

88)OSt相 互 接 続 実 験'88>①63/11/8--11/11②

科 学 技 術 館 ④(財)情 報 処 理 相 互 運 用 技 術 協 会 麿

03-358-2721

〈ホ ー ム オ ー トメ ー シ ョ ン'88>①63/11/8--11

/12② 晴 海 国 際 見 本 市 会 場 ④ ㈹ 日本 能 率 協 会mO3

-434-8076

〈第2回 アジア情報技術標準化 フォーラム〉①

63/11/10② 笹 川 記 念 会 館 ④(財)国 際 情 報 化 協

力 セ ン タ ーnO3-457-0941

〈第2回 情 報 処 理 相 互 運 用 国 際 シ ン ポ ジ ウム 〉 ①

63/11/10-一 ・11/11② 科 学 技 術 館 ④(財)情 報 処 理

相 互 運 用技 術 協 会nO3-358-2721

〈'88関 西 デ ー タベ ー ス フ ェ ア 〉 ①63/11/29～12

/1② 大 阪 マ ー チ ャ ン ダ イ ズ マ ー ト ビル④ 関 西 デ

ー タ ベ ー ス 協 議 会nO6-346-・2441

〈電 子 化 辞 書 国 際 シ ンポ ジ ウ ム 〉 ①63/11/24～

11/25② 新 高 輪 プ リン ス ホ テ ル④(財)国 際 情 報

化 協 力 セ ン タ ーnO3-457-0941

〔新 刊 ご 案 内 〕 〈書名〉①発行日②内容③発行者

〈コ ン ピ ュ ー タ 教 育 用 語 集(仮 称)〉 ①63/8②

ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェ ア関 連 用 語 か ら教 材,

教 具 と して,あ るい は 学 校 事 務 支 援 の道 具 と して

の コ ン ピ ュ ー タ活 用 ま で,コ ン ビ。ユー タ教 育 に関

連 し た幅 広 い分 野 の 用 語 を 平 易 に 解 説 ③ 監 修:

(財)コ ン ヒ。ユ ー タ教 育 開 発 セ ン タ ー,発 行:㈱

ア ス キ ー

〈1987ソ フ トウ ェ ア プ ロ ダ ク ト年 鑑(プ ロ グ ラ

ム 調 査 簿)〉 ①62/3② 国 内 開 発 の プ ロ ダ ク トで

現 在 流 通 対 象 の プ ロ ダ ク ト691本 を 収 録 ③(財)

ソ フ トウ ェ ア情 報 セ ン タ ー⑰03-437-3071

〈ソ フ トウ ェア レ ビ ュ ー 〉 ①63/4/1② ソ フ トウ

ェ ア プ ロ ダ ク ト流 通 各 論(座 談 会),プ ロ ダ ク ト

の 利 用 と評 価,第3次 オ ン ラ イ ン と ソ フ トウ ェ ア

プ ロ ダ ク ト③ 発 行:平 岩 外 四,(財)ソ フ トウ ェ

ア情 報 セ ン ターeO3-437・-3071

〈NEWS-StandardizationoflnformationTe-

chnology(NEWSSITE)〉 ① 第1号63/6(予

定)第2号63/12(予 定)② 「第1回 ア ジ ア情 報

技 術 標 準 化 フ ォー ラ ム」 「IT標 準 化 とOSIへ の 取

組 み」 「JTC1の 発 足 に つ い て 」等 ③(財)国 際 情

報 化協 力 セ ン タ ーeO3-457-0941一



JIPDECだ より

システム監査アジア太平洋会議

日 時:昭 和63年8月8日(月)～10日 ㈱

会 場:ホ テル オ ー ク ラ

公 式 言 語:日 本 語 、英 語(同 時 通 訳)

「グ ロー バ ル ・ネ ッ トワ ー クに お け る情 報 シ ス テ

ム の監 査 ・セ キ ュ リテ ィ及 び コ ン トロー ル 」 を統

一 テ ー マ と して 、 日 ・米 ・東 南 ア ジ ア よ り約500

人 の 参 加 が予 定 され て い る。

プ ロ グ ラ ム は、6回 の 基 調 講 演 と、 情 報 シ ス テ

ム監 査 ・先 進 技 術 と監 査 ・グ ロー バ ル ネ ッ トワ ー

ク ・セ キ ュ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン トの5分 科 会 に わ

か れ て42の 個 別 テ ー マ で 報 告 が 行 わ れ る。 報 告

者 は 、国 内 と海 外 が約 半 々 とな って い る。

こ の会 議 は、 シス テ ム監 査 を テ ー マ と した わ が

国 最 初 の 大 規 模 国 際 会 議 と して 注 目 され て お り、

産 ・官 ・学 あ げ て の 協 力 体 制 が と られ て い る。

問 合 せ先:(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会 内

シス テ ム監 査 学 会Tel.03-432-9387

昭和63年 度マイクロコンピュータ

応用 システム開発技術者試験

本試験は、今年4回 目を迎えるが、年々受験者

が増加 し、昨年は10,000人 を超 えた。

昨年の試験結果 を見 ると初級合格者1,194人

(合格率19.8%)、 中級合格者245人(12.2%)

で、初級合格者の82%、 中級合格者 の88%が 一

般企業、電算機 ・半導体企業、情報サービス業等

で占められている。試験の内容が実務的であるこ

とと合せ、本試験に対する企業の関心は高まって

お り、企業単位での受験が非常 に高い割合を占め

てきている。今年度の実施 日程及び出題範囲は次

のとおりである。

・試験日時

初級 ・中級 とも昭和63年11月20日(日)

午 前10時30分 ～ 午 後3時30分(1時 間

休 憩)

・受 験 願 書 等 の 配 布 時 期

昭 和63年8月15日(月)～9月30日 θ

・受 験 願 書 の 受 付 期 間

昭 和63年9月1日 ㈱ ～9月30日 ㈲

(当 日消 印 有 効)

・受 験 手 数 料

初 級 試 験4,000円

中 級 試 験4,500円

・試 験 会 場

札 幌 、 仙 台 、東 京 、 横 浜 、 静 岡 、 名 古 屋 、

大 阪 、 広 島 、 福 岡 の9都 市

・合 格 証 書 の 交 付

こ の試 験 に合 格 した 者 に は 、協 会 か ら合 格

した種 別 を 明示 し た合 格 証 書 を交 付 す る。

・実 施 団 体

財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会

・出 題 範 囲

〈初 級 〉

○ ソ フ トウ ェ ア

対 象 とす る シス テ ム規 模 は、 簡 単 な 入 出 力 装

置 を有 す る基 礎 的 な もの とす る。 マ イ ク ロ プ ロ

セ ッサ は 、 イ ン テ ル系 、 ま た は モ トロ ー ラ系 の

汎 用8bit(8085、Z80、6800)で 必 要 に応 じ

て いず れ か の 選 択 式 とす る 。

○ ハ ー ドウ エア

イ ン テ ル 系 、 ま た は モ トロ ー ラ系 の 汎 用8

bitマ イ ク ロ プ ロ セ ッサ(8085、Z80、6800)

を応 用 し た基 板 レベ ル の 設 計 に必 要 な知 識 と理

解 力 を評 価 す る。 特 に設 計 とい う観 点 か ら簡 単

な 論 理 図 を構 成 す る能 力 に つ いて 問 う。

〈中 級 〉

与 え られ た仕 様 に 沿 って 、標 準 的 な マ イ ク ロ

コ ン ピ ュ ー タ シス テ ムの ハ ー ドウ ェア お よ び ソ一/



一
フ トウ ェア が 開 発 で き る程 度 の レ ベ ル と し、 そ

れ ら に関 連 した 技 術 に つ い て は 、知 識 だ け で は

な く分 析 や理 解 が で き る こ とを 問 う。

汎 用8bitの マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ(8085、Z

80、6800)を 十 分 使 い こ な せ る 力 を 有 し 、 併

せ て 汎 用16bitの マ イ ク ロ プ ロセ ッサ(8086、

68000)の 特 徴 と概 念 を理 解 して い る ことを 問 う。

人工知能(Al)技 術講演会開催について

講 演 者:古 川 康 一((財)新 世 代 コ ン ピ ュ ー タ

技 術 開 発 機 構 研 究 所 次 長)

日時:63.6.30休)14:00～16:00

⑦ 「エ キ ス パ ー トシ ス テ ム開 発 ツ ー ル の 現 状 と

将 来」

講 演 者:寺 野 隆 雄((財)電 力 中 央 研 究 所 経 済

研 究 所 情 報 シ ス テ ム部 知 識 処 理 研 究 部 主 査 研

究 員)

日時:63.7.14㈱14:00--16:00

AIオ ー プ ン ハ ウ ス が 開 設 され た の を機 会 に 設

置 機 器 等 のAIツ ー ル 説 明 会 を 開 催 し(計14回 実

施)、 企 業 等 へ の 普 及 啓 蒙 に 努 めて い るが 、 次 い

で 今 春 、AIセ ンタ ー登 録 会 員 が500会 員 を 越 え た

こ と を 契 機 に 、"管 理 者 と ビ ジ ネ ス マ ンの た め の

解 説 シ リー ズ"と して 「人 工 知 能 講 演 会 」 を開 催

し、会 員 のAI技 術 知 識 の啓 蒙 を開 始 した 。 現 在 ま

で の 実 施 状 況 は 以 下 の とお りで あ る。

① 「認知 科 学 一 現 状 と今 後 の 展 望 」

講 演 者:戸 田 正 直(中 京 大 学 文 学 部 教 授)

日時:63.3.17㈱14:00～16:00

② 「シ ソ ー ラ ス と自然 言 語 理 解 」

講 演 者:田 中 穂 積(東 京 工 業 大 学 工 学 部 教 授)

日時:63.4.7㈱13:30--15:30

③ 「知 識 獲 得 と学 習 」

講 演 者:小 林 重 信(東 京 工 業 大 学 大 学 院助 教

授)

日時:63.4.20困14:00--16:00

④ 「欧 米 に お け るAI動 向 」

講 演 者:栗 田 昭 平(中 央 大 学 経 済 学 部 講 師)

日時:63.5.12㈱13:30～15:30

⑤ 「言 語 と知 識 一 電 子 化 辞 書 か ら知 識 ベ ー ス」

講 演 者:横 井 俊 夫(㈱ 日本電 子 化 辞 書 研 究 所

所 長)

日時:63.5.30(月)14:00～16:00

⑥ 「ロ ジ ッ ク プ ロ グ ラ ミン グ と最 近 の 話 題 」

昭和63年度秋期情報処理技術者試験の日程

試験 日 昭和63年10月16日(日)

案内書 ・願書の配布

昭和63年7月1日(針 ～30日(土)

願書の受付

昭和63年7月1日(針 ～31日(日)

(郵送による7月31日 の消印有効)

実施試験区分

情報処理 システム監査技術者試験

特種情報処理技術者試験

オンライン情報処理技術者試験

第一種情報処理技術者試験

第二種情報処理技術者試験

試験地

札幌、帯広、盛岡、仙台、秋田、水戸、

宇都宮、前橋、埼玉、千葉、東京、八王

子、横浜、新潟、長野、静岡、名古屋、

富山、金沢、福井、京都、大阪、神戸、

岡山、広島、高松、松山、福岡、長崎、

熊本、大分、鹿児島、那覇

受験料3,500円

問合せ先

(財)日 本情報処理開発協会

情報処理技術者試験センター

Tel.03-591-0421一



JIPDECだ より

産業情報化推進センター

(1)「OSIUSERS」 発 刊

当セ ン タ ーが 設 置 して い るOSIユ ー ザ ー懇 談 会

の 会 報 と して 今 年 二 月 に 創 刊 され た 「OSIGAIN」

が 内 容 を ・新 。 新 た に 「OSIUSERS」 と し て

今 年 四 月 に 発 刊 され た。 ユ ー ザ ーサ イ ドの視 点 か

らOSPに 対 す る各 メ ー カ ー や ユ ー ザ ー の 対 応 、

す で に 開 発 され つ つ あ るOSI製 品 、 海 外 動 向 、

OSIを め ぐる標 準 化 問 題 な どに 意 欲 的 に 取 り組 み 、

隔 月 で 発 行 して い く。(*OpenSystemsInterc-

onnection:開 放 型 シス テ ム間 相 互 接 続)

(2)機械 工 具 業 界VANの 調 査 報 告書

当 セ ン タ ーで は産 業 界 に お け る ネ ッ トワ ー ク ・

シ ス テ ム構 築 に係 る調 査 研 究 を行 っ て き た が 、 そ

の 成 果 の 一つ と して 「機 械 工 具 業 界VANシ ス テ

ム 化 調 査 研 究 報 告 書 」 を 今 年 三 月 に ま とめ た 。 こ

れ を受 け て 通 商 産 業 省 で は 「機 械 工 具 に お け る電

子 計 算 機 の 連 携 利 用 に関 す る指 針 」 を年 内 に策 定

す る予 定 で あ る。 当 セ ン タ ーで は 、 引 続 き機 械 工

具 業 界VANへ の 構 築 支 援 、 他 産 業 界 シ ス テ ム構

築 の 調 査 研 究 を進 め て い くこ と と して い る。

連 絡 先:(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

産 業情 報 化 推 進 セ ン タ ー

Tel.03-432-9386

編集だより
「○○高校 ご出身の貴方に特に有利な投資のご紹

介がありまして……」

突然の電話に驚 く当方を無視して見知 らぬ相手

は話 し続 ける一 。

『何で自分のことを知っているんだろう?』

ダイレクトマーケティングやクレジット、ロー

ン等、特定個人を対象 とす るセールス活動が増加

し、個人のプライバシーに属する情報がわれわれ

の全 く知 らないところで勝手に商品化 され流通 し

ています。独 り歩 きをしたわれわれ個人の情報は

いとも簡単に悪用 されてしまいそ うです。

欧米 に比べプライバシー保護に関しては後進国

であるわが国 もやっと重い腰 を上げ、立法化への

道を歩み始めました。

今号、ジプデックリポー トにおいて、「民間部門

における個人情報保護のためのガイドライン」 を

紹介しました。将来、個人情報は多方面で利用さ

れ、その流通はますます活発化すると思われます。

このガイドラインが危険防止の安全弁 とな り、個

人情報の流通 とプライバ シー保護の調和が望まれ

るところです。(R.N)

昭和63年7月 発行

jlPDECジ ャーナルN。 ・69

発行人 ・照山正夫/編 集人 ・岩崎有二

◎1988

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(432)9384

※本誌送付宛先の変更等にっいては当協会調査部(03-432-9384)ま でご連絡下さい。



最近の報告書 ・刊行物ガイド

【TITLE】

・オ ン ラ イ ン需 要 調 査 報 告 書

・1988年 版 コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査 集 計 結 果

・セ キ ュ リテ ィ産 業 の成 、γと今 後 の 展 望

・セ キ ュ リテ ィ産 業 の 実 態 と新 し い課 題

・コ ン ピ ュ ー タ ・セ キ ュ リテ ィに 関 す る リス ク分 析 調 査 資 料

・国 際VANの 自 由 化

高 密 度 通 信 処 理 に お け る分 散 情 報 統 合 利 用 シ ステ ムの 研 究 開●
発 報 告 書

・シ ステ ム監 査 支援 ツ ー ル の 調 査 研 究 報 告 書

・自然 、「語 の コ ン ピ ュー タ解 析 用 辞 書 に 関 す る調 査 研 究 報 告 書

市民 生 活 に お け る デ ー タ コ ミュニ テ ィ構 築 の 方策 に関 す る・
石戊F先報tIl'書

・世 界 の コ ン ピ ュー タ産 業 総 合 年 表

・新 通 信 時 代 の 課 題

ソ フ トウ ェア開 発 ・運 用 の 高度 化 ・効 率 化 方 法 に関 す る調 査.
研 究 報 告 書(m) 一 運 用 ・保 守 一

・民 間 部 門 に お け る個 人 情 報 保 護 の た め の ガ イ ド ラ イ ン

・矢・的憧織 斑 ㌍ 離 碧羅 酋{醗 執縛

・知嘩 饗 嬰で て三騨 鵠 繁 竺㌘雛 責評価_

・ヨ ー ロ ッパ に お け る情 報 産 業 の動 向

・米 国 に お け る情 報 処 理 の 現 状

マ ル チ メデ ィア に対 応 した地 域 開 発 支援 型 情 報 シ ス テ ム に 関'す る調 査 研 究 報 告 書

名 占 屋 地 域 に お け る オ ン ラ イ ンデ ー タベ ー ス利 用 の◆
高度 化 に関 す る調 査 研 究 報 告 書

昭 和62年 度 情 報 化 国 際 講 演 ・討 論 会・ 「
1990年 代 の情 報 化 を 考 え る」

・第4回 目独 情 報 技 術 フ ォー ラ ム会 議 録

初 級 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ応 用 シ ステ ム開 発 技 術 者 育成 用 標◆

準 カ リ キ ュ ラ ム

中 級 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 シ ス テ ム 開 発 技 術 者 育 成 用 標
●

準,カ リ キ ュ ラ ム

・初 級 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 シ ス テ ム 開 発 技 術 者 育 成 指 針

●↑青幸艮イヒピ」書1988

・InformatizationWhitePaperl988

・JAPANCOMPUTERQUARTERLYNo.70～73

・ シ ス テ ム 監 査 基 準 解 説 書(60.8発 行)

・ シ ス テ ム 監 査Q&A110(62.9発 行)
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